
 
 
 
 
 
 
 
 

原⼦炉の物理 
 
 
 
 
 

 
 

2019 年 12 ⽉ 
 

⽇本原⼦⼒学会炉物理部会 
 

 



 

 

 











































































































































































































































































https://www.wolframalpha.com/input/?i=1%2F2*%28mass+of+neutron%29+*+%287meters%2Fs%29%5E2+to+neV
https://www.wolframalpha.com/input/?i=solve+y%3D-1%2F2*9.80665*t%5E2,++t%3D3%2F7
https://phits.jaea.go.jp/indexj.html


https://www.wolframalpha.com/input/?i=(6.66e-2%2F(barn*cm)*0.687barn+%2B+3.33e-2%2F(barn*cm)*1.59barn)+to+meter
https://www.wolframalpha.com/input/?i=(6.66e-2%2F(barn*cm)*52.4barn+%2B+3.33e-2%2F(barn*cm)*3.97barn)+to+meter


https://www.wolframalpha.com/input/?i=-1%2F(10%2Fmeter)*ln%5BRandomReal%5B%5D%5D
https://www.wolframalpha.com/input/?i=-1%2F(10%2Fmeter)*ln%5BRandomReal%5B%5D%5D






https://www.wolframalpha.com/input/?i=k_B+*%2820%2B273.15%29K+to+eV
https://www.wolframalpha.com/input/?i=sqrt%5B+2+*k_B++*%2820%2B273.15%29K+%2F+%28mass+of+neutron%29+%5D+to+m%2Fs
https://www.wolframalpha.com/input/?i=sqrt%5B+2+*k_B++*%2820%2B273.15%29K+%2F+%28mass+of+neutron%29+%5D+to+m%2Fs










https://wwwndc.jaea.go.jp/ENDF_Graph/


https://wwwndc.jaea.go.jp/ENDF_Graph/


https://www.wolframalpha.com/input/?i=ln(2)%2F613.9s
https://www.wolframalpha.com/input/?i=ln(2)%2F613.9s%2F(2200m%2Fs)


file:///E:/Textbook/Textbook_RPD_2018/Review_2nd-Round/4e-5/(barn*cm)*1.9barn+%201e-5/(barn*cm)*0.00019barn%20to%20meter




https://www.wolframalpha.com/input/?i=(5.0e%E2%88%926%25%2F6561year)%2F(5.4e-5%25%2F4.468e9year)


https://doi.org/10.1080/18811248.2009.9711622
https://doi.org/10.1080/18811248.2009.9711622
https://doi.org/10.1080/00295450.2019.1580529
https://doi.org/10.1080/00295450.2019.1580529


https://atomica.jaea.go.jp/data/detail/dat_detail_16-03-03-09.html
http://www.rist.or.jp/atomica/data/dat_detail.php?Title_No=16-03-03-09


https://www.nndc.bnl.gov/sigma/
https://phits.jaea.go.jp/expacs/jpn.html


https://www.rri.kyoto-u.ac.jp/shiroya-lb/kuca.htm




https://wwwndc.jaea.go.jp/cgi-bin/FPYfig






https://www.stat.go.jp/data/jinsui/2018np/index.html




https://atomica.jaea.go.jp/data/pict/03/03060104/08.gif


第 7章 中性子の一生 

156 

参考文献 

[1] Sato T, et al., “Features of particle and heavy ion transport code system (PHITS) version 3.02,” 

J. Nucl. Sci. Technol., 55(6), pp.684–690 (2018). 

[2] Leppänen J, “Performance of Woodcock delta-tracking in lattice physics applications using the 

Serpent Monte Carlo reactor physics burnup calculation code,” Ann. Nucl. Energy, 37(5), pp.715–

722 (2010).  

[3] Fick A, “V. On liquid diffusion,” Phil. Mag., 10 (63), pp.30–39 (1855). 

[4] Lamarsh JR（著）、武田 充司、仁科 浩二郎（訳）、「原子炉の初等理論（上）」、吉岡書店 

(1974). 

[5] Santi P, Miller M, “Reevaluation of prompt neutron emission multiplicity distributions for 

spontaneous fission,” Nucl. Sci. Eng., 160(8), pp. 190–199 (2008). 

[6] Okumura K, “MOSRA-SRAC; Lattice calculation module of the modular code system for 

nuclear reactor analyses MOSRA,” JAEA-Data/Code 2015-015, JAEA (2015). 

[7] Morimoto Y, et al., “Proposal of a statistical evaluation method for the criticality of the 

Fukushima Daiichi nuclear power plants,” Nucl. Technol., 205(12), pp. 1652–1660 (2019). 

[8] Chadwick J, “Possible existence of a neutron,” Nature, 129, p.312 (1932).  

[9] Sato T, “Analytical model for estimating terrestrial cosmic ray fluxes nearly anytime and 

anywhere in the world: Extension of PARMA/EXPACS,” PLOS ONE, 10(12), e0144679 (2015).  

[10] Gwin R, et al., “Measurements of the energy dependence of prompt neutron emission from 233U, 

235U, 239Pu, and 241Pu for En = 0.005 to 10 eV relative to emission from spontaneous fission of 

252Cf,” Nucl. Sci. Eng., 87(4), pp.381–404 (1984). 

 

 

 

 

 

  

https://doi.org/10.1080/00223131.2017.1419890
https://doi.org/10.1016/j.anucene.2010.01.011
https://doi.org/10.1016/j.anucene.2010.01.011
https://doi.org/10.1080/14786445508641925
https://doi.org/10.13182/NSE07-85
https://doi.org/10.13182/NSE07-85
https://doi.org/10.11484/jaea-data-code-2015-015
https://doi.org/10.11484/jaea-data-code-2015-015
https://doi.org/10.1080/00295450.2019.1580529
https://doi.org/10.1080/00295450.2019.1580529
https://doi.org/10.1038/129312a0
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0144679
https://doi.org/10.1371/journal.pone.0144679
https://doi.org/10.13182/NSE84-A18506
https://doi.org/10.13182/NSE84-A18506
https://doi.org/10.13182/NSE84-A18506


























































































































































































































































































































































原子炉の物理

329 

  

図 14-4 UTR-KINKI 炉心及び制御盤 

 

【コラム】人類史上初の原子炉と日本初の原子炉 

人類史上、初めて臨界に達した原子炉は CP-1（Chicago Pile 1）で、アメリカ合衆国シカ

ゴ大学のフットボール場の観客席下に秘密裏に作られた。球状の天然ウラン燃料と黒鉛ブ

ロックの減速材を積み上げて作られ、初臨界は 1942 年 12 月 2 日の 15 時 25 分ごろと言わ

れている。反応度制御にはカドミウム制御棒が、出力監視には BF-3 検出器が使われた。 

日本国内で初めて臨界に達した原子炉は JRR-1（Japan Research Reactor No.1）であり、初

臨界は 1957 年 8 月 27 日である。JRR-1 は溶液燃料を用いた研究炉で、運転中に放射線分解

により気泡が発生し、水が沸騰しているように見えることから、ウォーターボイラー型と呼

ばれた。稼働期間中は照射利用から人材育成まで幅広く利用されたが、2019 年現在では廃

止措置も完了し、建物や設備が記念展示館として公開されている。 

 

【コラム】原子力船「むつ」 

原子力船「むつ」は日本では初めての原子力動力船であり、1969 年 6 月 12 日に進水、

1974 年 8 月 28 日に太平洋上で初臨界を迎えた。原子炉本体は PWR の小型版と言え、熱出

力は 36 MW であった。原子炉で発生した熱により蒸気タービンを回し、スクリューを駆動

させるが、この方式は、基本的にアメリカ合衆国やロシアが所有する原子力空母や原子力潜

水艦などの他の原子力船舶と同様である。 

原子力船「むつ」の原子炉本体や原子炉の制御盤等は船体から取り出され、2019 年現在、

むつ科学技術館に展示されている。また、船体は、動力をディーゼル機関に換装し、海洋地

球研究船「みらい」として現在も運用されている。 
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【この章のポイント】 

・ 原子力安全の目的は、「人と環境を放射線の有害な影響から防護すること」である。 

・ これを達成するために、多様な安全対策(防護手段)を複数用いる深層防護の考え方が用

いられる。 

・ 放射性物質および放射線を封じ込めるための物理障壁の健全性を確認するために、プラ

ントの安全評価が行われるが、その際の炉心特性パラメータとして炉物理計算の結果が

用いられる。 

・ 原子炉の物理は、核分裂の連鎖反応を制御するという、原子力安全の確保において最も

重要な基盤である。 

 

炉物理部会が 2017 年に策定した「原子炉物理分野の研究開発ロードマップ 2017 年版」

において、原子炉物理のミッション（使命）は、「原子核分裂反応を主とした中性子と原子

核の相互作用を中核とする学術分野において、原子力システムで発生する様々な物理現象

を深く理解し、安全に制御することにより、人類社会の健全かつ持続的な発展に寄与する」

と記載されている。福島第一原子力発電所の事故に言及するまでもなく、原子力利用におい

て、安全性の確保が最優先事項であることは明らかであろう。 

本章では、原子炉の物理と原子力発電プラントの安全性の関係について述べる。原子力安

全の確保において、最も重要なことの一つは、核分裂の連鎖反応を的確に制御することであ

る。これはまさに原子炉の物理の対象であり、この意味では、原子炉の物理は原子力安全確

保の最も重要な基盤を担っているといえる。 

一方、原子炉の炉心の核設計で一般的に対象とするのは、炉心内の出力の平坦さを表す出

力ピーキング係数、原子炉の温度変化などに対する反応度変化を示す反応度係数、制御棒に

よる反応度といった炉物理的な炉心特性パラメータであるが、これらは、原子力安全の目的

である「人と環境を放射線の有害な影響から防護すること」を直接判断できるものではない。

では、炉心特性パラメータと安全性の確保はどのような関係になっているのか？これらの

関係を理解しておくことは、原子力プラントの安全確保を理解する上で重要である。 

本章では、以上の観点を含めつつ、原子炉の物理と原子力プラントの安全性について説明

する。 

 

15.1 原子力の安全確保と原子力安全の目的 

【この節のポイント】 

・ 原子力プラントの安全確保には、労働安全と原子力安全の 2種類がある。 

・ 原子力安全の目的は、「人と環境を原子力の施設と活動に起因する放射線の有害な影響

から防護すること」である。 

・ 原子力安全の目的を達成するために、異常時には核分裂連鎖反応を「止め」、崩壊熱を

除去することで燃料を「冷やし」、その結果として放射性物質を物理障壁の内部に「閉

じ込める」。このプロセスは、「止める・冷やす・閉じ込める」と表現される。 
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15.1.1 原子力の安全確保 

「原子力利用において安全性の確保は最優先」とはよく言われることであるが、原子力プ

ラントにおいて安全性を確保するためには、どのようなことが実現されれば良いのであろ

うか。 

まず、一般的に「安全（safety）」とはどのような状態であろうか。実は、安全を「否定形」

を使わずに定義することは難しい。すなわち、「○○が安全というものである」という言い

方は困難であり、安全かどうかは、「危険性がないかどうか」という問いに置き換えられる。

この問いからは、「危険がない状態が安全」、ということになる。しかし、科学技術において、

リスクがゼロ、すなわち「絶対安全」は実現不可能である。そのため、科学技術分野におい

ては、「危険性（リスク、risk）が社会から幅広く受け入れられる水準以下に抑制されてい

る」状態を安全と定義されることが一般的である。 

 

【コラム】社会から幅広く受け入れられる水準のリスクと安全目標 

原子力発電所は、どの程度安全であれば、十分に安全といえる（言い換えると十分にリス

クが低いといえる）のであろうか。これは、原子力開発の初期から”How safe is safe enough?”

という形で問い続けられてきた問題でもある。 

これに答えようとする試みの一つが安全目標（safety goals）である。日本では、旧原子力

安全委員会の安全目標専門部会が「安全目標に関する調査審議状況の中間とりまとめ」を平

成 15 年 12 月に公表している。安全目標は原子力安全規制活動の下で事業者が達成すべき、

事故による危険性（リスク）の抑制水準を示す定性的目標と、その具体的水準を示す定量的

目標で構成されている。中間とりまとめでは、安全目標を議論する理由を「様々な原子力利

用活動に係るリスク管理者にそれぞれの分野で健康被害の可能性を抑制するために行うべ

き活動の深さや広さを共通の指標で示すことができる」ためとしている。この中間とりまと

め案における安全目標の案は以下のとおりである。 

 

[定性的安全目標案] 

原子力利用活動に伴って放射線の放射や放射性物質の放散により公衆の健康被害が発生

する可能性は、公衆の日常生活に伴う健康リスクを有意には増加させない水準に抑制され

るべきである。 

 

[定量的安全目標案] 

原子力施設の事故に起因する放射線被ばくによる、施設の敷地境界付近の公衆の個人の

平均急性死亡リスクは、年あたり百万分の１程度を超えないように抑制されるべきである。 

原子力施設の事故に起因する放射線被ばくによって生じ得るがんによる、施設からある

範囲の距離にある公衆の個人の平均死亡リスクは、年あたり百万分の１程度を超えないよ

うに抑制されるべきである。 
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さらにこの安全目標への適合状況を検討する目安として、性能目標が以下のように議論

されている。 

 

[性能目標案] 

炉心損傷頻度：10-4 [/炉年] 

格納容器損傷頻度：10-5 [/炉年] 

 

 福島第一原子力発電所事故では、セシウム（Cs）による土地汚染により、広い地域で長期

間帰還できないなどの深刻な社会的影響が発生した。旧原子力安全委員会の安全目標は主

として健康リスクに着目したものであったことから、土地汚染に関連する性能目標として、

原子力規制委員会では以下を提示した。福島第一原子力発電所事故では、Cs 換算で 10,000  

TBq 程度の放射性物質が放出されており、この性能目標は、その 1/100 程度となっている。 

 

[性能目標] 

Cs 換算で 100 TBq を超える放射性物質の放出頻度：10-6 [/炉年] 

 

【コラム】健康診断（人間ドック）と安全目標とサロゲート 

健康診断や人間ドックの目的は、何であろうか。安全目標風に言うと、健康診断や人間ド

ックの「定性的目標」は、「健康に過ごせること」といえるのではないだろうか。 

では、定性的目標が「健康に過ごせること」であったとして、それをどのように判定すれ

ば良いだろうか。厳密に考えるとなにがしかの判定基準が必要になるだろう。例えば、「次

の 1 年間に健康を害する確率が○○%」という形かもしれない。これが、安全目標で言うと

ころの「定量的目標」に相当すると考えても良いだろう。 

では、仮に「定量的目標」が決まったとして、それが満足されているかどうかをどのよう

に判断すれば良いだろうか。これは、かなり難しい問題である。 

一般的に、健康診断や人間ドックで測定しているパラメータ（血圧、γ-GTP、尿酸値、

HDL/LDL コレステロール、中性脂肪、血糖値、などなど）は、疾患（になる確率）と相関

がある。例えば、年齢、性別、喫煙頻度、身長、体重、血圧、BMI、糖尿病の有無などのパ

ラメータを入力すると、向こう 10 年間に脳卒中になる確率を計算する計算式がある。脳卒

中になる確率は、様々な身体状態の相互作用によって決まると考えられるが、容易に測定で

きるパラメータを用いて、この確率を比較的簡単な計算式で模擬している（あるいは代替し

ている）と言える。このように、複雑な現象の代わりになる簡単なモデルをサロゲートモデ

ル（代理モデル）と呼ぶ。 

健康診断や人間ドックで様々な測定を行うのは、これらの測定値が、疾患になる確率（あ

るいは疾病の有無）を評価するサロゲートモデルの入力になるためであり、血圧などのパラ

メータが、安全目標における性能目標に相当すると言えそうである。すなわち、安全目標は

人と環境への影響に関する目標であるが、その目標への適合性を評価する良い指標（性能目
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標）として、炉心損傷頻度（Core Damage Frequency: CDF）や格納容器機能喪失頻度

（Containment Failure Frequency: CFF）、あるいは、早期大規模放出頻度（Large Early Release 

Frequency: LERF）、放射性物質放出量などを用いていると理解すれば良い。 

血圧だといくつかの判断基準があるが、例えば 140 mmHg という判断基準があったとし

て、測定値が 141 mmHg であれば、即不健康、という判断にはならないであろう。他のいろ

いろなパラメータを見ながら様子を見つつ、血圧を下げる方策を検討するかもしれない。一

方、最高血圧が 200 mmHg と判断基準を大幅に上回っている場合は、即何らかの対応を取る

必要があろう。安全目標における性能目標も同じ位置づけであり、例えば CDF を目標値 

（10-4 [/炉年]）と比較し、少しでも目標値より大きいと×、そうでないなら○、という判断

にはなじまない。 

 

原子力プラントにおける安全性は、労働安全に関するものと原子力安全に関するものに

大別することができる。傷害や中毒などに代表される労働安全は、広く産業一般に共通する

ものであり、原子力プラントに特有なものではない。一方、原子力安全は放射線リスクに起

因するものであり、原子力プラントに特有で、また、放射線リスクは影響が非常に大きくな

り得る特徴を有している。このため、本章では、特に原子力安全に着目して説明を行う。な

お、原子力プラントにおいて、労働安全は一般産業と同じく軽視できない。 
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【コラム】美浜 3 号機二次系配管破断事故 

平成 16 年 8 月、美浜 3 号機（PWR）において二次系配管の破損事故が発生した。PWR の

二次系配管内を流れる水は、炉心を通らず、放射性物質は含まれていないため、この事故に

おける放射線リスクはなかったが、配管内を流れていた高温高圧（約 9 気圧、140℃）の冷

却水により 11 名の作業員の方が死傷するという大事故になった。事故の直接原因は、破損

した場所の配管の肉厚が薄くなっていたにも関わらず、見落としのため当該配管の検査が

行われていなかったことであった。この例以外にも、原子力プラントにおいて労働災害は引

き続き発生しており、労働安全の確保は重要な課題である。 

 
図 15-1 美浜 3 号機二次系配管破断事故の概要 

出典：原子力・エネルギー図面集 2016 （原子力文化財団） 

 

15.1.2 原子力安全の目的と「止める・冷やす・閉じ込める」 

前節で、原子力プラントの安全確保には、労働安全と原子力安全の二つの側面があること

を述べた。原子力プラントにとって重要となる原子力安全の目的は以下の通りである1。 

 

「人と環境を原子力の施設と活動に起因する放射線の有害な影響から防護すること」 

 

放射線の影響は、原子力プラントに特有であり、かつ、広い範囲に非常に深刻な影響をも

たらしえる。原子力安全の目的を達成するためには、放射性物質および放射線が制御される

ことなく原子力施設から有意に放出されることを防ぐ必要がある。具体的には、放射性物質

および放射線を閉じ込める（遮蔽する）物理的な壁を健全な状態に保っておくことで、原子

力安全の目的を達成することができる。物理障壁は、放射性物質および放射線を閉じ込める

物理的な壁のことであり、原子力発電所の通常運転時はもちろんのこと、事故時において物

理障壁が破損しないかどうか（健全であるかどうか）を確認することが重要となる。 

原子力発電では、核分裂に伴って発生する核分裂生成物は、その多くが強い放射線を出す

                                                        
1 「原子力安全の基本的考え方について 第 I 編」、日本原子力学会 (2013). 

一次系 

二次系 
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放射性物質である。第 10 章でも説明したように、軽水炉を含む一般的な原子炉では、炉心

で発生する放射性物質を封じ込める物理的な障壁として以下のものがある。 

 

燃料ペレット 

被覆管 

原子炉容器 

格納容器 

（原子炉建屋） 

 

福島第一原子力発電所事故では、これらの物理障壁がすべて機能しなくなった結果、外部

の環境中に放射性物質が大量に放出される事態となった。 

燃料ペレットについては、多く種類の放射性物質を閉じ込める機能があるが、希ガスや揮

発性の高い放射性物質の閉じ込め機能は不完全である。また、原子炉建屋については、十分

な気密性が要求されているわけではないため、非常用空調設備により放射性物質を吸着す

るフィルターを通して換気することで建屋内を大気圧よりやや気圧が低い負圧の状態に保

つ設計としている。負圧にすることで、原子炉建屋の外から中にのみ空気が移動することに

なり、仮に事故等で原子炉建屋内において放射性物質が放出されても、この放射性物質が外

部に広がるのを防ぐことが出来る。シビアアクシデント時に空調が使えなくなったとして

も、炉心から放出された放射性物質が原子炉建屋内の機器や壁等に沈着することで、環境中

に放出される放射性物質を低減させる効果がある。 

では、これらの物理障壁の健全性は、どのように確認すればよいであろうか。15.3 節で詳

しく述べるが、物理障壁に対する最大の脅威は、核燃料から出る熱エネルギーである。原子

炉において、熱エネルギーの発生源は核分裂および崩壊熱（放射性崩壊）であることから、

原子力プラントにおいて異常が発生した場合には、最大の発熱源である核分裂反応を「止

め」、引き続き発生する崩壊熱を適切な手段で原子炉外に逃すことで「冷やし」、その結果と

して物理障壁を健全に保ち、放射性物質を「閉じ込める」必要がある。このプロセスは「止

める・冷やす・閉じ込める（reactivity control, cooling, confinement）」と表現されることがあ

る。 

先に述べたように、原子力安全の目的は「人と環境を放射線リスクから防護すること」で

あるため、原子力安全の目的を達成するためには、放射性物質と放射線を「閉じ込める」こ

とが達成されればよい。これを確実に達成するために、核分裂反応を「止める」こと、崩壊

熱を除去して「冷やす」ことが要求されると考えることもできる。 

 

【コラム】深層防護 

原子力安全の目的を達成するために、原子炉の設計では、深層防護（defense in depth）と

いう概念が用いられる。深層防護とは、我々の知識の不完全さ等に起因する不確かさへの備

えとして、多種の防護策を組み合わせることで、全体として防護の信頼性をできるだけ向上
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させる概念であり、もともとは軍事で使用されていたものである。 

身近な工学システムの例として、自動車の安全設計を考えてみよう。自動車の安全の目的

は「乗員を死傷のリスクから防護すること」であり、これを達成するために、例えば以下の

安全対策がなされている。 

(1) 自動車を運転している際に、異常状態が発生する確率をできるだけ少なくするよう、十

分に余裕をとった設計、製造時の品質管理を行う。また、急発進という異常な状態になら

ないよう、シフトをパーキングポジションにしないとエンジンがかからないなどのイン

ターロックを設ける。 

(2) 急ブレーキを踏んだ際には、車輪が空転することを防ぐアンチスキッドブレーキを装備

し、急ブレーキを踏むという異常状態が事故に発展することを防ぐ。 

(3) それでも事故に至った場合を想定し、乗員を保護し、人に対する事故の影響を緩和する

ため、シートベルトやエアバッグを装備する。 

(4) 衝突の際の衝撃を感知し、自動的に 119 番通報を行うシステムを装備する。 

  

 原子炉においては、深層防護の考え方に基づいて以下のように安全対策が取られている。 

（第一層）十分に安全余裕をとり、高品質な施工と保守管理を行うことで、プラントが故障

したり異常状態になったりする確率を低減する。 

（第二層）プラントが異常状態になった場合、それをできるだけ早期に検知し、スクラム（原

子炉の自動停止）を行うことで、核分裂の連鎖反応を停止させ、異常状態が事故に発展

することを防ぐ。 

（第三層）それでも事故に至った場合には、非常用炉心冷却システム（Emergency Core 

Cooling System: ECCS）などにより、原子炉を冷却し、事故の影響を緩和する。 

（第四層）設計であらかじめ想定した事故を超える状態（過酷事故を含む）になった場合で

も、その影響（具体的には、外部への放射性物質の放出）をできるだけ少なくするよう、

可搬型の機器を含め、使用可能な機器を用いて格納容器の閉じ込め機能をできるだけ維

持する対策をとる。 

（第五層）周辺公衆への影響をできるだけ少なくするため、屋内退避、避難などの防災行動

をとる。 

 

15.2 物理障壁の健全性と破損 

【この節のポイント】 

・ 原子力安全の目的を達成するためには、放射性物質を封じ込める物理障壁（被覆管、原

子炉容器、格納容器）が破損しないこと（健全であること）がキーポイントになる。 

・ 物理障壁は、熱的要因、化学的要因、機械的要因などにより、様々な形態（モード）で

破損に至ることがある。 

・ 物理障壁の健全性を確保するためには、破損モードを把握し、それらの破損モードが発

生しない範囲で原子炉を運転管理していく必要がある。 
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15.1 節で述べたように、原子力安全の目的（人と環境を放射線リスクから防護する）を達

成するためには、原子炉内で発生する放射性物質及び放射線を原子炉内部に封じ込めてお

く必要がある。この封じ込め機能を担うのが物理障壁（physical barrier）である。以下では、

被覆管、原子炉容器及び格納容器が破損に至る原因の概要を説明する。これらの破損には、

原子炉内で発生する様々な物理現象が相互に関係している場合がある。 

 

15.2.1 被覆管の破損モード 

軽水炉の被覆管は、厚さ 0.0005 m （0.5 mm）程度のジルコニウム製合金でできており、

燃料内で発生した核分裂生成物を燃料棒内部に閉じ込める役割を果たしている。被覆管は、

冷却材の圧力、燃料棒内部の気体の圧力、あるいは、冷却材の流れなどから様々な力（応力）

を受ける。被覆管が破損に至る主な要因を以下にまとめる。 

 

(1) 熱的損傷-酸化に伴う脆化 

意図せず制御棒が引き抜かれるなどして、燃料棒内の核分裂数が非常に増加する場合を

考えてみよう。燃料棒内の核分裂により発生した熱エネルギーは、ペレットおよび被覆管の

伝熱により冷却材に伝達される。詳細については第 11 章で述べているが、燃料棒内で発生

した熱エネルギーがあまりにも大きすぎると、被覆管の表面における沸騰が激しくなり、結

果として被覆管の表面が薄い蒸気の膜で覆われてしまう膜沸騰状態（film boiling）となる。

蒸気は気体であることから、熱の伝わりが非常に悪い。したがって、燃料棒表面で膜沸騰が

発生すると、被覆管の温度が急上昇する。被覆管の材質であるジルコニウムは、高温（900℃

程度以上）になると、周りの水蒸気と酸化反応を起こすことが知られている。 

 

Zr+2H2O→ZrO2+H2 

 

生成される二酸化ジルコニウム（ZrO2）は、硬くてもろいため、被覆管は破損しやすくなる。

以上のことから、燃料棒の発熱量が大きくなりすぎると、燃料棒が熱的に破損することにな

る。 

 

(2) 機械的要因-塑性変形 

燃料ペレットは、二酸化ウラン（UO2）の酸化物であるが、その融点は使用前（燃焼前）

で 2,800℃程度である。運転中、ペレット中心部の温度が最も高くなるが、通常運転時のペ

レット中心温度は最大でも千数百度であり、融点より十分に低い。しかし、燃料棒の出力が

設計の想定値を大幅に超えると、ペレット中心部の温度が融点より高くなる可能性がある。

中心部が溶融すると、溶融したペレットの体積は膨張する。この結果、ペレットによって被

覆管が押し広げられる。また、燃料が制限値を超える出力に至り、ペレットの熱膨張などに

より被覆管が押し広げられる場合がある。これらの力により、燃料棒が塑性変形し、結果と
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して破損に至る場合がある。この作用をペレット・被覆管機械的相互作用（Pellet Clad 

Mechanical Interaction: PCMI）と呼んでいる。さらに、燃料棒内部は密閉された空間であ

り、内部の温度が高くなることで内圧が上昇する。この内圧上昇によっても、被覆管が塑性

変形し、破損する可能性がある。 

なお、核分裂により生成する核分裂生成物の中には、気体状のものがある。希ガスのキセ

ノン（Xe）やクリプトン（Kr）が代表的なものである。希ガスの一部はペレット内に保持さ

れ、残りは被覆管内に放出される。このため、燃焼が過大になる（核分裂の総数が過大にな

る）と、放出された希ガスにより燃料棒の内圧が上昇し、被覆管の塑性変形による燃料棒の

破損の原因になりうる。 

 

(3) 機械的要因-クリープ 

金属には、力を長時間掛け続けると、徐々に変形する性質がある。これをクリープ（creep）

と呼ぶ。燃料棒の内圧が冷却材圧力より高い場合、被覆管を押し広げる力がかかり続けるた

め、被覆管がクリープ変形して破損に至る場合がある。燃焼に伴って、燃料棒内にガス状の

核分裂生成物が蓄積されるため燃料棒の内圧は上昇するが、一般的に冷却材圧力を上回る

ことがないように設計されている。 

逆に、周囲の冷却材の圧力が燃料棒の内圧より高い場合、燃料棒には周囲から押しつぶさ

れる方向の力がかかり続ける。このため、燃料棒がつぶされる形に変形し（コラプス）、燃

料棒が破損することがある。そのため、燃料棒内圧が低すぎるのも問題になり得る。そこで、

例えば PWR の場合、運転中の冷却材圧力は 157 気圧であるのに対して、燃料棒の内圧は、

ヘリウムを加圧して封入することで、製造時に 30 気圧程度に設定されている。なお、停止

時には冷却材圧力は大気圧となり、燃料棒内圧の方が高くなる。 

 

(4) 機械的要因-金属疲労 

針金は柔軟性に富んでおり手で曲げることができる。また、手で曲げても折れることはな

い。しかし、針金の同じ個所を繰り返し折り曲げると、針金を折ることができる。これは金

属疲労（metal fatigue）によるものである。 

原子炉は、運転中は高温・高圧になるが、停止時には室温・大気圧状態となる。そのため、

被覆管には、外部の圧力変動による力が繰り返し加わる。また、燃料棒の出力が変化すると、

燃料棒内部の温度が変化するため、被覆管内圧が変化し、やはり被覆管に応力が加わる。 

以上のことから、被覆管の金属疲労により被覆管が破損しないような配慮が必要である。 

 

(5)機械的要因-グリッドフレッティング 

風のある日に、ブラインドが下ろされた窓を開けたことがあるだろうか。ブラインドの角

度を 90°（すなわち、窓を通る風と平行な方向）にすると、風が通るようになるが、風があ

る程度強いと、ブラインドがバタバタ振動するのを経験したことがあると思う。このような

振動を流力振動と呼んでいる。 
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炉心の発熱密度は高いことから、熱除去のため、高圧の冷却材を非常に速く流している。

例えば、加圧水型軽水炉の場合、炉心部における冷却材の速さは数 m/s 程度である。燃料棒

は、グリッドスペーサ（第 10 章参照、支持格子とも呼ばれる）の板ばねで集合体に保持さ

れているが、冷却材の流れによっては、燃料棒が流力振動を起こす場合がある。その結果、

グリッドスペーサの板ばねと被覆管が接している部分が振動により摩耗し、被覆管に穴が

開くことがある。これを燃料棒のフレッティング破損（fretting failure）という。フレッテ

ィング破損は、特に PWR において、集合体から集合体への横流れ（クロスフローと呼ぶ）

が生じる場合に発生する可能性がある。 

 

【コラム】もんじゅのナトリウム漏洩事故と流力振動 

1995 年 12 月 8 日に、高速増殖炉もんじゅにおいて、二次系のナトリウム配管からナトリ

ウムが漏洩する事故が発生した。のちの調査において、配管内に突き出すように設置された

ナトリウム用の温度計が折損し、その破損個所からナトリウムが漏洩したことが判明した。 

折損した温度計は細い筒状のものであり、ナトリウム冷却材の流れに突き出す形で流れ

に垂直に設置されていた。その結果、窓のブラインドが風で振動するのと同じように、流力

振動で棒状の温度計が振動し、金属疲労が発生し、その結果、温度計が折損したものである。 

二次系ナトリウムには放射性物質は含まれておらず、原子炉は安全に停止されたため、原

子力安全に直接関連する事故ではなかったが、現場情報の隠ぺいなどにより社会問題にな

った。その後、2010 年の運転再開まで、約 15 年を要した。 

 

図 15-2 もんじゅのナトリウム漏洩事故の概要 

出典 原子力図面集、原子力文化財団 (2016). 

 

(6) 機械的要因-異物フレッティング 

炉心の冷却材中には、金属の切削片や小さな針金といった異物が紛れ込んでいる場合が

あり、これらの異物が冷却材の流れに乗って炉心に流入することがある。このような異物は、

一次系配管関連の工事などに伴って発生する可能性がある。炉心に流入した異物は、燃料棒

と燃料棒の間隔を保持するための燃料集合体のグリッドスペーサに引っかかることがある。
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グリッドスペーサは複雑な形状をしており、特に、燃料棒とグリッドスペーサの間に異物が

引っかかると、流体の流れにより異物が振動する。異物が振動し続けると、被覆管が次第に

摩耗し、最終的に貫通孔があく可能性がある。このようにして発生する被覆管破損を異物フ

レッティング破損（debris fretting failure）という。 

異物フレッティング破損を防ぐため、異物をひっかけて捕捉する異物フィルターが燃料

集合体の下部に設置されている。 

なお、このように異物は被覆管の破損につながる可能性があることから、炉心、一次系配

管、燃料プール周辺では、異物が混入しないように管理がなされている。 

 

(7) 化学的要因-過大腐食 

被覆管に使用されているジルコニウム合金は、高温水中での腐食は少ないが、運転に伴っ

て被覆管表面に酸化皮膜が生成される。また、冷却材中の不純物などが堆積した皮膜も被覆

管表面に生成される。これらをクラッド（水垢、crud）と呼ぶ。クラッドが厚くなると、被

覆管の熱伝達が悪化し、結果的に被覆管の温度が上昇する。被覆管の温度が上昇すると、被

覆管表面で局所的に小規模な沸騰が発生しやすく、あるいは被覆管表面での冷却材の蒸発

が多くなるため、さらにクラッドの付着が促進されることがある。これが被覆管破損の原因

になり得る。このクラッドの一部は、冷却材とともに炉心、一次系配管、使用済み燃料プー

ルなどに移動する。そのため、炉心を通る冷却材が存在する区域は、放射線管理区域として

管理される。 

 

(8) 化学的要因-水素脆化 

被覆管を構成するジルコニウムが冷却水と反応し酸化反応を起こすと、微量ながら水素

が発生する。ジルコニウム合金は水素を取り込みやすい性質があり、水素が取り込まれると、

被覆管が硬く脆くなる。これを被覆管の水素化、水素脆化（hydrogen embrittlement）とい

う。水素化が過度に進行すると、被覆管が破損することがある。 

 

(9) 複合要因-応力腐食割れ 

核分裂生成物の中には、ヨウ素のように、金属に対する腐食性を有するものがある。この

ような腐食性の物質がある環境下で、金属に応力がかかると、応力と化学的な環境の相互作

用により、応力腐食割れ（Stress Corrosion Cracking: SCC）が発生する可能性がある。 

 

15.2.2 原子炉容器の破損モード 

原子炉の安全設計においては、炉心（燃料）が損傷し、冷却可能な形状が保たれない状態

が生じないよう、安全対策を行う。したがって、原子炉容器（第 10 章、図 15-1）の破損は、

設計で想定している事故では発生しない。しかし、設計を超える事故事象においては、原子

炉容器の破損が発生する可能性がある。 
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(1) 溶融燃料による破損 

炉心から冷却材が喪失することで冷却不十分な状態になり、崩壊熱とジルコニウム－水

反応の発熱により燃料が溶融すると、溶融した燃料は原子炉容器下部に堆積する。溶融した

燃料は 3,000℃近くの非常に高温であることから、原子炉容器下部はその高温に耐えられず

破損に至る。福島第一原子力発電所事故においては、1 号機から 3 号機において、全電源喪

失により炉心冷却機能・注水機能が全喪失した結果、溶融燃料により原子炉容器下部が破損

し、溶融した燃料の一部（あるいは大部分）は格納容器下部に落下した。 

 

(2) 衝撃力による破損 

制御棒が急激に引き抜かれた場合、燃料の出力は急激に上昇し、内圧が高くなることで被

覆管が破裂する。内部で溶融した高温の燃料と冷却水が接触することで、水が爆発的に蒸発

する水蒸気爆発（steam explosion）が発生する可能性がある。また、仮に破損燃料があった

とすると、燃料棒内部に侵入した水が急激に水蒸気になり、やはり燃料棒を破裂させる原因

になる。水蒸気爆発や燃料棒の破裂は、原子炉内で衝撃波を発生させることになる。この衝

撃力があまりにも大きいと原子炉容器の破損につながるため、一本の制御棒の引き抜きで

添加される反応度を制限することで、衝撃波を発生させるエネルギーを制限する必要があ

る。 

 

【コラム】原子炉の暴走－SPERT 実験 

原子炉の開発当初、「原子炉にどれだけの反応度を添加すると破壊に至るのか」ははっき

り解明されていなかった。米国では、この点を解明するために、アイダホ国立研究所にて

Special Power Excursion Test（SPERT）実験が行われ、添加する反応度を系統的に変化させつ

つ炉心の挙動を調べる実験が行われた。その結果、大きな反応度が添加されると、高温にな

った燃料が溶融・分散し、周りの冷却材と水蒸気爆発を起こすことで原子炉を破壊するメカ

ニズムが明らかになった。これは、言い換えると、燃料が分散しなければ水蒸気爆発は発生

せず、したがって、衝撃力も発生しないことを明らかにしたといえる。 

これから、原子炉の設計においては、制御棒の急激な引き抜きによって添加される反応度

を制限することで、原子炉容器を破損させるような水蒸気爆発を発生させない設計として

いる。 

SPERT 実験の様子については、Youtube に映像がアップロードされている。SPERT、 

Reactor、Excursion などの検索により見ることができる。 

 

(3) 脆性破損 

原子炉容器は、低炭素鋼（いわゆる鉄鋼）が用いられている。低炭素鋼は、通常の温度で

は延性に富む材料であるが、非常に低温になると、硬く、もろくなる性質がある。すなわち、

通常の温度であれば力を加えると曲がるが、低温では曲がらず、ガラスのように割れる挙動

を示す（脆性破損（brittle fracture））。このような金属の性質を低温脆性と呼ぶ。低炭素鋼



原子炉の物理 

 
345 

はマイナス数十度になると脆性を示す。 

原子炉容器はマイナス数十度で使うことはないため、低温脆性は関係ないように思われ

るが、中性子の照射を受けると、脆性を示し始める温度（脆性遷移温度（nil-ductility 

temperature））が高くなる性質がある。このため、数十年にわたり中性子の照射を受ける原

子炉容器の脆性遷移温度は数十℃まで上昇する可能性がある。通常の運転状態では、原子炉

容器は 200～300℃になるため、低温脆性は問題にならないが、事故時に非常用炉心冷却系

が動作すると、炉心外部から温度の低い水（室温程度）が大量に炉心に注入されるため、原

子炉容器の低温脆性が問題になり得る。そのため、例えば PWR では、原子炉容器と同一の

材料からなる監視試験片を燃料の近くに配置しておき、定期的に取り出して脆性遷移温度

を測定している。この測定結果に基づいて、事故時の条件を包絡する形で原子炉容器の健全

性を評価し、問題のないことを確認している。 

 

15.2.3 格納容器の破損モード 

格納容器（第 10 章、図 15-1）は、一次系配管の破断事故、あるいは炉心/原子炉容器が損

傷するシビアアクシデント時に、外部への放射性物質の放出を防ぐため設置されている。一

次系配管の破断事故は、設計で考慮されており、この条件で格納容器が破損することはない。

一方、シビアアクシデント時には、格納容器が破損する可能性がある。格納容器が破損する

主な要因を以下に示す。 

 

(1) 熱 

格納容器は密閉された空間であるため、燃料から発生し続ける崩壊熱を除去しないと格

納容器内部の温度が上昇する。格納容器の密閉性を確保するため、配管・電線などが格納容

器を貫通している部分（ペネトレーションと呼ばれる）には、有機系の樹脂などを用いてシ

ールがなされている。この樹脂は、格納容器内の温度が 300℃程度になると劣化し、気密性

が失われる。 

 

(2) 圧力 

上記と同様の理由で、格納容器の圧力が上昇すると、その圧力により格納容器が破損する。

設計時に想定している最大圧力は 3-4 気圧程度であるが、これを大幅に上回ると破損に至

る。 

 

(3) 衝撃力 

格納容器の破損に至る衝撃力は、以下の理由で発生しえる。 

・水-ジルコニウム反応で発生する水素の燃焼（爆轟） 

・溶融燃料が水と接触することで発生する水蒸気爆発 

 

BWR は、圧力抑制装置（サプレッションチェンバー）を設けているため、格納容器体積
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が PWR に比べて小さい。そのため、炉心損傷時に発生した水素が爆轟する可能性があるこ

とから、格納容器内を窒素置換して不活性雰囲気とし、水素の燃焼を防いでいる。PWR は、

格納容器体積が大きいことから、水素の爆轟には至らない。 

溶融した燃料と水との接触による水蒸気爆発については、現象としての不確かさが大き

いが、これまでの実験結果などによると、起こる可能性は低いとの評価がなされている。 

 

【コラム】水素の燃焼-爆燃と爆轟 

理科で水の電気分解を行ったことがあるだろうか。水を電気分解すると、水素と酸素が発

生する。試験管に水素を溜め、火を近づけると「ポン」と音がして燃焼する。 

水素は、非常に燃焼しやすい気体である。大気中においては、水素濃度が 4～75%の範囲

で燃焼する。 

水素の燃焼形態には、爆燃（deflagration）と爆轟（detonation）の二種類がある。爆燃は水

素濃度が低い場合に発生する。一般的に我々がイメージする「ガスが燃焼する」イメージで

ある。燃焼が伝播する速さは、2～3 m/s であり、比較的遅い。一方、爆轟は水素濃度が 18%

程度以上で発生する。爆轟の燃焼の伝播の速さは 1～3 km/s とまさにけた違いに大きい。音

速より燃焼の伝播の速さが大きいため、衝撃波が発生し、この衝撃波は非常に大きな破壊力

を持つ。 

福島第一原子力発電所事故では、1、3 および 4 号機の原子炉建屋が水素爆発した。1 およ

び 3 号機の原子炉建屋の爆発は、日中に発生したため、その映像が残っており、Youtube で

も見ることができる。この映像を見ると、1 号機と 3 号機の水素爆発の様相は全く異なって

いる。1 号機では、比較的ゆっくりと爆発が起こっているのに対し、3 号機では、大規模な

爆発が急激に発生している。これは、爆燃と爆轟の違いであると推定されている。1 号機で

は、原子炉建屋の水素濃度が比較的低かったことから爆轟に至らず、燃焼速度が比較的遅い

爆燃により原子炉建屋内部の圧力が上昇、原子炉建屋上部が破損に至ったものである。3 号

機では、原子炉建屋内部の水素濃度が高かったため、爆轟が発生、衝撃波により急激かつ大

規模な爆発になったものと推定されている。 

 

(4) 溶融燃料デブリ 

原子炉容器下部から流出した燃料の溶融物（燃料デブリ（fuel debris））は、格納容器の床

面に堆積する。溶融燃料デブリは非常に高温であるため、床面のコンクリートと反応し侵食

する。これを溶融炉心-コンクリート相互作用（Molten Core Concrete Interaction: MCCI）

と呼ぶ。格納容器の床面（ベースマット）は厚さ数 m のコンクリートになっているが、溶

融燃料によるコンクリートの浸食が大規模に起こる場合、ベースマットを溶融貫通するこ

とが想定される（ベースマット溶融貫通（base mat melt-through））。 

また、BWR の格納容器は比較的小さいため、床面に落下した燃料デブリが格納容器床面

で広がり、床面外周部の格納容器と接することで、鋼鉄製の格納容器を破損する可能性があ

る。これをシェルアタック（shell attack）と呼ぶ。 
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15.3 安全評価の概要 

【この節のポイント】 

・ 原子力安全の目的が達成されるかどうかを確認するため、原子力プラントにおける様々

な異常状態を考慮して安全評価が行われる。 

・ 安全評価は、決定論的安全評価と確率論的リスク評価の二種類がある。 

・ 決定論的安全評価は、代表的な事故シナリオに対してプラントの挙動を解析し、放射性

物質を閉じ込める物理障壁の健全性及び周辺公衆に対する被ばく線量などを評価する。 

・ 確率論的リスク評価は、プラントで発生しえる異常を網羅的に考慮し、イベントツリー

を用いてそれぞれの事故シナリオの発生確率を計算する。 

 

原子力発電所の安全性を確認するためには、様々な異常状態が発生したとしても、原子力

安全の目的（人と環境を放射線リスクから防護する）が達成されていることを確認する必要

がある。安全評価の方法は、以下の二種類に大別される。 

 

・決定論的安全評価（deterministic safety assessment）：放射性物質を閉じ込める物理障壁の

健全性および周辺公衆に対する被ばく線量などを評価する 

・確率論的リスク評価（probabilistic risk assessment）：炉心が大規模な損傷に至る確率など

を計算する。 

 

以下では、これらの評価の概要について説明する。 

 

15.3.1 決定論的安全評価 

原子力発電所においては、様々な異常や事故状態が想定されるが、原子力安全の観点から

は、事故時において放射性物質の放出を防ぐ物理障壁の健全性が重要となる。決定論的安全

評価は、以下のプロセスで実施される。 

プラントの異常状態をできるだけ包絡的に検討するため、15.2 節で説明した被覆管、原子

炉容器、格納容器の損傷の形態（損傷モード）を考慮し、それぞれの損傷モードを引き起こ

す要因をすべてリストアップする。例えば、被覆管の熱的損傷は、燃料棒の出力増加あるい

は、冷却材流量の低下や冷却材の圧力低下など冷却能力の低下に起因して発生することが

考えられる。 

次にするべきことは、損傷モードを引き起こすプラントの異常状態がどのようなメカニ

ズムで生じるかを検討することである。燃料棒の出力増加については、制御棒の意図しない

引き抜きや冷却材中のホウ酸の意図しない希釈などにより発生する。また、冷却能力の低下

については、一次系の配管破断による冷却材喪失、冷却材ポンプの停止による冷却材流量の

低下、原子炉圧力制御機構の故障による原子炉圧力低下などが考えられる。 

このような検討を行い、物理障壁の健全性の観点から考慮すべきプラントの異常状態を

リストアップする。リストアップされたプラントの状態（事故シナリオ）は多数あると考え
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られる。これらの事故シナリオにおけるプラントの挙動をすべて解析することは現実的で

はないことから、類似の事故シナリオをグループ化し、また、解析の条件を安全側に設定す

ることで、複数の事故シナリオを包絡できる代表的な事故シナリオを設定する。そして、そ

の代表的な事故シナリオについてプラントの安全解析を実施することで物理障壁の健全性

を評価する。解析条件を安全側に設定するために、例えば、測定誤差を考慮して原子炉出力

を定格出力より高めに設定する、冷却材流量を少なめに設定する、計算誤差を見込んで制御

棒価値を小さめに設定する、反応度係数を正側に設定する、などの条件設定が行われる。 

 

【コラム】ソースタームとインベントリ 

原子力安全の目的は、人と環境に対する放射線の有害な影響を防止することであり、これ

は、炉心の放射性物質の環境中への放出を防ぐことで達成出来る。炉心の放射性物質は安全

評価においてソースタームと呼ばれており、安全評価を実施する際に、その量、種類、物理

的・化学的形態が重要となる。特に、放射性物質の種類と量は（放射性物質の）インベント

リと呼ばれており、燃焼計算によって評価される。 

 

【発展的内容】PWR と BWR における決定論的安全評価の事故シナリオ 

現在の軽水炉の安全評価においては、以下の過渡・事故シナリオが選定されており、これ

らに対してプラントの挙動の解析を実施し、物理障壁の健全性および周辺公衆に対する被

ばく線量が評価されている。 

なお、「運転時の異常な過渡変化」は、ある原子炉の寿命期間中に発生が予想しうる機器

の故障、誤動作、運転員の誤操作、外乱によって生じる原子力プラントの異常状態である。

一方、「事故」は、「運転時の異常な過渡変化」より発生する頻度は低いが、より大きな影響

をもたらしうる異常状態であり、原子炉の安全性（つまり、原子力安全の目的）を確認する

観点から解析が必要なものが選ばれている。 

なお、「運転時の異常な過渡変化」や「事故」を超える「重大事故」については、確率論

的リスク評価の結果に基づき、炉心損傷や格納容器機能喪失確率に対して寄与のある事故

シナリオが選ばれる。 

 

【PWR】 

（運転時の異常な過渡変化） 

1. 炉心内の反応度又は出力分布の異常な変化 

(1) 原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き 

(2) 出力運転中の制御棒の異常な引き抜き 

(3) 制御棒の落下および不整合 

(4) 原子炉冷却材中のほう素の異常な希釈 

2. 炉心内の熱発生または熱除去の異常な変化 

(1) 原子炉冷却材流量の部分喪失 
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(2) 原子炉冷却材系の停止ループの誤起動 

(3) 外部電源喪失 

(4) 主給水流量喪失 

(5) 蒸気負荷の異常な増加 

(6) 二次冷却系の異常な減圧 

(7) 蒸気発生器への過剰給水 

3. 原子炉冷却材圧力または原子炉冷却材保有量の異常な変化 

(1) 負荷の喪失 

(2) 原子炉冷却材系の異常な減圧 

(3) 出力運転中の非常用炉心冷却系の誤起動 

 

（事故） 

1. 原子炉冷却材の喪失または炉心冷却状態の著しい変化 

(1) 原子炉冷却材喪失（Loss Of Coolant Accident: LOCA） 

(2) 原子炉冷却材流量の喪失 

(3) 原子炉冷却材ポンプの軸固着 

(4) 主給水管破断 

(5) 主蒸気管破断 

2. 反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化 

(1) 制御棒飛び出し 

3. 環境への放射性物質の異常な放出 

(1) 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

(2) 蒸気発生器伝熱管破損 

(3) 燃料集合体の落下 

(4) 原子炉冷却材喪失 

(5) 制御棒飛び出し 

4. 原子炉格納容器内圧力、雰囲気等の異常な変化 

(1) 原子炉冷却材喪失 

(2) 可燃性ガスの発生 

 

【BWR】 

（運転時の異常な過渡変化） 

1. 炉心内の反応度または出力分布の異常な変化 

(1) 原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き 

(2) 出力運転中の制御棒の異常な引き抜き 

2. 炉心内の熱発生または熱除去の異常な変化 

(1) 原子炉冷却材流量の部分喪失 
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(2) 外部電源喪失 

(3) 給水加熱喪失 

(4) 原子炉冷却材流量制御系の誤動作 

3. 原子炉冷却材圧力または原子炉冷却材保有量の異常な変化 

(1) 負荷の喪失 

(2) 主蒸気隔離弁の誤閉止 

(3) 給水制御系の故障 

(4) 原子炉圧力制御系の故障 

(5) 給水流量の全喪失 

 

（事故） 

1. 原子炉冷却材の喪失または炉心冷却状態の著しい変化 

(1) 原子炉冷却材喪失（Loss Of Coolant Accident: LOCA） 

(2) 原子炉冷却材流量の喪失 

(3) ポンプの軸固着 

2. 反応度の異常な投入または原子炉出力の急激な変化 

(1) 制御棒落下 

3. 環境への放射性物質の異常な放出 

(1) 放射性気体廃棄物処理施設の破損 

(2) 主蒸気管破断 

(3) 燃料集合体の落下 

(4) 原子炉冷却材喪失 

(5) 制御棒落下 

4. 原子炉格納容器内圧力、雰囲気等の異常な変化 

(1) 原子炉冷却材喪失 

(2) 可燃性ガスの発生 

(3) 動荷重の発生 

 

15.3.2 確率論的リスク評価（Probabilistic Risk Assessment: PRA） 

決定論的安全性評価においては、複数の事故シナリオをグループ化し、代表的な事故シナ

リオを解析する。一方、実際のプラントでは多種多様な事故シナリオが存在する。確率論的

リスク評価では、これらの事故シナリオをイベントツリー（event tree）という事故の進展

を表す樹形図で網羅的に表し、炉心損傷などに至る確率を計算する。確率論的リスク評価を

実施することで、プラントの安全上の脆弱性（弱点）を評価することができる。 

確率論的リスク評価には、以下の 3 つのレベルが存在する。 

 

レベル 1 PRA：炉心損傷に至る事故シナリオと炉心損傷頻度（Core Damage Frequency: CDF）
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を評価する。 

レベル 2 PRA：格納容器損傷に至る事故シナリオ、格納容器損傷頻度（Containment Failure 

Frequency: CFF）、早期大規模放射性物質放出頻度（Large Early Release 

Frequency: LERF）、放射性物質の放出割合・頻度を評価する。 

レベル 3 PRA：原子力プラントの事故に起因した放射性物質による周辺公衆に対する放射

線リスクを評価する。 

 

現在、レベル 1 PRA については実用化が進んでいるが、レベル 2 PRA、レベル 3 PRA に

ついては、評価手法の整備が進められている状態である。 

 

【コラム】イベントツリーを用いた絶起（絶望の起床）の確率評価 

 イベントツリーを用いると、下図の様に評価することが出来る。なお、目覚ましの不動作

は、セットし忘れ、アラームの時間の設定ミス、目覚ましの故障などが考えられる。また、

人によっては、目覚ましが鳴ってもある確率で起床に失敗する場合もあるため、この確率も

考慮する。 

「絶起」を引き起こす「事故シナリオ」とその確率は、以下のようになる。 

シナリオ 1：朝から重要な用事がある→目覚まし動作→起床できず  

(0.2×0.9×0.01=0.0018) 

シナリオ 2：朝から重要な用事がある→目覚まし不動作→起床できず 

(0.2×0.1×0.95=0.019) 

 

この分析からは、シナリオ 2 の寄与が大きいことが分かるため、目覚ましが動作する確率

を上げる（例：アラームのセットを指差呼称して確認する）、目覚ましを二重にする、など

の対応が効果的であると推定できる。例えば、目覚ましを二重にすると、絶起の確率をおお

むね 1/10 に低減することが出来る。 

原子力プラントにおいても、ずっと複雑であるが同様の解析が行われ、安全性を向上させ

るための分析に用いられている。 

 

 

朝から重要な
⽤事がある ⽬覚まし 起床

動作 0.9

不動作 0.1

した 0.99

しない 0.01

した 0.05

しない 0.95

ある 0.2

ない 0.8

絶起の
確率

0.18%

1.9%
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15.4 安全評価と原子炉の物理 

【この節のポイント】 

・ 原子力プラントの安全評価においては、炉心を含めてプラント全体の振る舞いが評価さ

れる。 

・ 熱流束、温度、圧力など、物理障壁の健全性と密接に関連するパラメータが評価され、

これらが制限値以下であることを確認することで、異常時における物理障壁の健全性と

プラントの安全性が担保される。 

・ 安全評価を実施する際には、炉心の挙動を解析するために出力ピーキング係数、反応度

係数などの炉心特性パラメータが使用される。サイクルごとの燃料配置を設計するにあ

たっては、これらの炉心特性パラメータが安全評価で用いた値より安全側（保守的）で

あることを確認する。 

・ 炉心の振る舞いとプラント全体の振る舞いは密接に関係しており、相互に影響を及ぼ

す。 

 

15.3 節で説明した決定論的安全評価においては、代表的な事故シナリオに対してプラン

ト全体の挙動を評価する。この解析は、原子炉の物理で直接対象とする炉心のみならず、冷

却系を含むプラント全体を模擬するプラント解析コードを用いて行われる。プラント解析

コードでは、以下のように物理障壁の健全性にかかわるパラメータが評価される。 

（被覆管） 

被覆管最高温度 

燃料中心温度 

燃料棒最大線出力密度 

燃料棒内圧 

被覆管表面最大熱流束 

（一次冷却材系バウンダリ・原子炉容器） 

一次冷却材最大圧力 

原子炉一次系圧力バウンダリに対する機械的エネルギー付加 

（格納容器） 

格納容器最大内圧 

 

【コラム】圧力バウンダリ 

 プラントの安全解析では、「圧力バウンダリ」という言葉が出てくる。これは、炉心を通

っている一次冷却材の圧力がかかっている「境界」（すなわち、boundary、バウンダリ）であ

る。一般的に原子炉容器と一次冷却材系の配管・機器を含むものとなる。事故時には、一次

冷却材系の圧力バウンダリが放射性物質を閉じ込めるための物理障壁となる。 

 

種々の事故シナリオに対して、これらの値が物理障壁の健全性（あるいは、炉心の冷却性）
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を確保できる制限値以下であることを確認することで、原子力安全の目的が達成されるこ

とを確認する。 

 

【発展的内容】決定論的安全評価における判断基準 

現在の規制基準においては、原子炉の異常状態は、以下の三種類に区分されている。 

運転時の異常な過渡変化 

事故（設計基準事故） 

重大事故 

それぞれに対する判断基準を以下に示す。 

 

（運転時の異常な過渡変化） 

イ 最小限界熱流束比（燃料被覆材から冷却材への熱伝達が低下し、燃料被覆材の温度が急

上昇し始める時の熱流束（単位時間及び単位面積当たりを通過する熱量をいう。以下同

じ。）と運転時の熱流束との比の最小値をいう。）又は最小限界出力比（燃料体に沸騰遷

移が発生した時の燃料体の出力と運転時の燃料体の出力との比の最小値をいう。）が許

容限界値以上であること。 

ロ 燃料被覆材が破損しないものであること。 

ハ 燃料材のエンタルピーが燃料要素の許容損傷限界を超えないこと。 

ニ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の一・一倍以下となること。 

 これらの制限は、いずれも物理障壁である燃料被覆管及び原子炉容器(冷却材配管含む)が

破損しない条件として設定されている。つまり、設計思想として、プラントの寿命中に発生

が想定される異常状態に対しては、物理障壁が破損しないことを求めている。 

 

（設計基準事故） 

イ 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に冷却できる

ものであること。 

ロ 燃料材のエンタルピーが炉心及び原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性を維持するた

めの制限値を超えないこと。 

ハ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の一・二倍以下となること。 

ニ 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び原子炉格納容器バウンダリにおける温度

が最高使用圧力及び最高使用温度以下となること。 

ホ 設計基準対象施設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないものであること。 

 これらの制限は、燃料が溶融するなどして大幅に損傷し、継続的な冷却が出来なくなる状

態(炉心損傷)を防ぐこと、さらに物理障壁の原子炉容器(冷却材配管含む)と格納容器が健全

であり、環境中への放射性物質の放出量が健康被害を発生するレベルではないこと、を求め

てている。 
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（重大事故：炉心損傷防止） 

ア 炉心は著しい損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可能であること。「炉心は著しい

損傷に至ることなく、かつ、十分な冷却が可能であること」とは、以下に掲げる要件を

満たすものであること。ただし、燃料被覆管の最高温度及び酸化量については、十分な

科学的根拠が示される場合には、この限りでない。 

(a) 燃料被覆管の最高温度が 1,200℃以下であること。 

(b) 燃料被覆管の酸化量は、酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの 15%以下であること。 

イ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力は、最高使用圧力の 1.2 倍又は限界圧力を下

回ること。 

ウ 格納容器バウンダリにかかる圧力は、最高使用圧力又は限界圧力を下回ること。 

エ 格納容器バウンダリにかかる温度は、最高使用温度又は限界温度を下回ること。 

ただし、イ、ウ及びエについては、限界圧力又は限界温度を判断基準として用いる場合には、

その根拠と妥当性を示すこと。 

 この判断基準は、設計基準事故に対するものと類似しているが、「設計で想定していた事

故シナリオ」を超える事態になっても炉心損傷に至るまでには余裕があり、その余裕の中で

炉心損傷に至ることを防止するために設定されている。 

 

（重大事故：格納容器破損防止） 

ア 格納容器バウンダリにかかる圧力は、最高使用圧力又は限界圧力を下回ること 

イ 格納容器バウンダリにかかる温度は、最高使用温度又は限界温度を下回ること 

ウ 放射性物質の総放出量は、放出量の性能要求値を超えないこと 

エ 原子炉圧力容器破損までに原子炉冷却材圧力は 2.0 MPa 以下に低減されていること 

オ 急速な炉外の溶融燃料-冷却材相互作用による熱的・機械的荷重によって格納容器バウン

ダリの機能が喪失しないこと 

カ 格納容器が破損する可能性のある水素の爆轟を防止すること 

キ 可燃性ガスの蓄積、燃焼が生じた場合においても、アの要件を満足すること 

ク 格納容器の床上に落下した溶融炉心が床面を拡がり格納容器バウンダリと直接接触し

ないこと 

ケ 溶融炉心による侵食によって、格納容器の構造部材の支持機能が喪失しないこと 

ただし、ア及びイについては、限界圧力又は限界温度を判断基準として用いる場合には、そ

の根拠と妥当性を示すこと。 

 

 重大事故において、格納容器は放射性物質閉じ込めの最後の物理障壁となる。この判断基

準は、格納容器が破損することを防ぐための判断基準となっている。 

 

プラント解析コードでは、炉心は一点炉近似など簡易的に扱われるが、減速材温度係数、

ボイド係数、ドップラー係数などの反応度係数、炉心内の出力分布（出力ピーキング係数）、
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制御棒価値、スクラム反応度、投入反応度、即発中性子寿命、遅発中性子割合などの炉心特

性パラメータが考慮される。 

一般的に、安全評価では、上記の炉心特性パラメータの代表的な値を用いてプラントの安

全解析が実施される。 

一方、原子炉の炉心特性は、装荷する燃料の種類、新燃料体数の割合、可燃性毒物の量、

平均燃焼度、MOX 燃料の装荷割合、燃料配置などに大きく依存する。つまり、安全解析で

使われている炉心特性パラメータの多くは、サイクルごとに変動することとなる。この炉心

特性パラメータの変動を安全解析で直接考慮するためには、サイクルごとの炉心設計（燃料

配置の設計）において、すべての事故シナリオに対して安全解析を実施する必要がある。し

かしながら、このような解析は長時間を要するため、毎サイクル実施することは現実的では

ない。 

そこで、毎サイクルの炉心設計においては、炉心特性パラメータが安全解析で用いた代表

値より安全側（保守的）な値であることを確認することで、設計している炉心が安全解析に

おける前提条件の範囲内であることを評価し、プラントの異常状態における物理障壁の健

全性を確認するという考え方を採っている。この考え方により、様々な事故シナリオに対す

る安全解析を毎サイクル実施しなくても安全を担保することができる。 

以上のことをまとめると、原子炉の物理で取り扱う炉心特性解析と、原子力安全の目的は、

以下の関係にある。 
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代表的な炉心における炉心特性解析（炉物理計算） 

↓ 

代表的な炉心特性パラメータ（出力ピーキング係数、反応度係数、制御棒価値など） 

↓ 

プラント安全解析の入力条件を設定 

↓ 

プラント安全解析 

↓ 

物理障壁の健全性の指標（熱流束、温度、内圧など） 

↓ 

健全性の指標が制限値内であることを確認 

↓ 

プラントの安全性の確認→原子力安全の目的の確認 

↑ 

プラント安全解析の入力条件と比較して、安全側であることを確認 

↑ 

炉心特性パラメータ（出力ピーキング係数、反応度係数、制御棒価値など） 

↑ 

サイクル毎の炉心特性解析（炉物理計算、取替炉心設計） 

図 15-3 炉心特性解析と原子力安全の目的の関係 

 

炉心特性パラメータは、原子炉の温度や圧力に依存する。そして、温度や圧力は、プラン

ト全体の状態に依存する。従って、炉心特性パラメータは、プラント全体の挙動に影響を与

えるとともに、プラント全体の挙動からも影響を受け、相互に依存する（フィードバックが

ある）関係となっている。炉心解析は、プラント全体の振る舞いとは切り離された形で実施

されるが、実際のプラントでは、炉心の振る舞いとプラント全体の振る舞いは密接に関係し

ていることを常に念頭に置いておく必要がある。すなわち、炉心という独立した部分の解析

を実施するのではなく、原子力プラントのコンポーネントの一つである炉心の特性解析を

実施しているということに留意することが重要である。 



原子炉の物理 

357 

 

 

 

 

 

第 16 章 臨界安全 

  



第 16 章 臨界安全 

358 

内容  

第 16 章 臨界安全 ........................................................................................................................ 357 

16.1 臨界安全の目的と対象 ........................................................................................................ 359 

16.2 臨界安全の炉物理 ................................................................................................................ 360 

16.2.1 臨界と核分裂連鎖反応 ................................................................................................. 360 

16.2.2 増倍率と反応度 ............................................................................................................. 361 

16.2.3 核分裂生成物と遅発中性子 ......................................................................................... 361 

16.2.4 減速の効果..................................................................................................................... 362 

16.2.5 吸収の効果..................................................................................................................... 365 

16.2.6 漏れの効果..................................................................................................................... 365 

16.2.7 反射の効果..................................................................................................................... 365 

16.2.8 温度の効果..................................................................................................................... 365 

16.2.9 ボイドの効果 ................................................................................................................. 366 

16.3 臨界防止 ............................................................................................................................... 367 

16.3.1 再処理施設の核燃料の特徴 ......................................................................................... 367 

16.3.2 臨界安全管理 ................................................................................................................. 367 

16.3.3 計算コードと核データ ................................................................................................. 370 

16.3.4 未臨界判定基準 ............................................................................................................. 370 

16.3.5 未臨界度測定手法 ......................................................................................................... 371 

16.4 臨界事故 ............................................................................................................................... 371 

16.4.1 臨界事故とは ................................................................................................................. 371 

16.4.2 事象の進展..................................................................................................................... 373 

16.4.3 臨界事故の終息 ............................................................................................................. 376 

16.4.4 影響評価 ........................................................................................................................ 377 

16.5 その他のトピックス ............................................................................................................ 378 

16.5.1 JCO 臨界事故 ................................................................................................................ 378 

16.5.2 福島第一原子力発電所の燃料デブリ ......................................................................... 379 

 

  



原子炉の物理 

359 

【この章のポイント】 

・臨界安全のテーマは、未臨界をいかに保つか、万一の臨界にどう備えるか、である。 

 

原子炉物理学の主要なテーマが、安定した臨界を作り出すためにどのように制御するか

であったとすると、臨界安全（criticality safety）のテーマは、核燃料をどうやって臨界にな

らないようにするかであり、万一の臨界にどう備えるかである。 

本章では、原子炉物理の知恵がどのように臨界安全に生かされるのか、注目していただき

たい。 

 

16.1 臨界安全の目的と対象 

【この節のポイント】 

・ 臨界安全とは、核燃料物質を扱う際の臨界に伴うリスクを許容できる範囲に留めること

を目的とした考え方や技術の分野である。 

・ 臨界安全の対象は、臨界を制御する機構を持たない核燃料施設および設備である。 

・ 臨界安全の手段は、まず臨界を防止すること、万一臨界事故が生じた場合には、その影

響を緩和し臨界を終息させることである。 

 

原子炉で発電をするためには、そのための新しい燃料を作る施設や使用済みの燃料を処

理する施設が必要である（図 16-1）。再処理をして使用可能な核燃料物質を取り出すことで、

有限な資源を無駄なく使うことができる。転換、濃縮、処分といった関連する事業や輸送（図

16-1 の矢印で表される施設間の核燃料の移動）も含め、いずれの施設および設備において

も核燃料を安全に取り扱うことが大切である。 

核燃料が臨界になると多量の放射線が放出されることから、このような放射線の被ばく

による身体的影響によるリスクが核燃料を取り扱う上での特徴的なリスクである。このリ

スクを可能な限り低減し、許容できる範囲に留めることが臨界安全の目的である。 

深層防護の考え方に則り、複数の安全策を重ねることでリスクの低減を図るが、その第一

番目に重要な手段が臨界を防止することである。その意味で臨界安全の第一の目的は、未臨

界（subcritical）を担保することであるといえる。その次が、万一臨界（critical）になった

場合でもその影響を拡大させないことであり、続いて早期に臨界を終息させることである。

拡大防止や臨界終息のための対策の検討には、実施する対策の内容に応じた臨界の影響や

リスクを評価することも重要である。これらについて次節以降で説明する。 

臨界安全の対象となる主な施設は、原子炉を除く、核燃料を取り扱う施設（核燃料施設）

である（図 16-1）。それらの施設と原子炉との大きな違いは、核燃料施設では臨界になるこ

とを予定しておらず、臨界を制御する機構を持たないことである。実は原子炉施設も臨界安

全の対象になる。運転中の原子炉以外の部分、例えば、燃料の搬出入、使用済み燃料プール

での保管等において、臨界安全のための管理（臨界安全管理（criticality safety control））が

必要になる。また、原子炉の中でも特に臨界集合体は、炉物理の発展に必要な実験データを
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取得するために炉心構成を柔軟に変更することができ、その作業は通常手作業で行われる

ので、あらかじめ作業手順を制限するなどの臨界安全管理が必要である。 

 

 

 

図 16-1: 臨界安全の対象となる施設[1]。 

核燃料を扱うほぼ全ての施設が臨界安全の対象となる。 

 

16.2 臨界安全の炉物理 

【この節のポイント】 

・ 核燃料体系が臨界からどれだけ離れているかを「反応度」により表す。反応度は未臨界

の側で負、超臨界の側で正となる。 

・ 減速材と燃料の比がちょうどよいときに最も臨界になりやすい（最適減速）。 

・ 臨界安全に関連する炉物理的効果としては、中性子の減速、吸収、漏れ、反射の効果、

ならびに温度、ボイドの効果などがある。 

 

16.2.1 臨界と核分裂連鎖反応 

U-235 などの核分裂性同位体が一般的な原子炉内の条件で核分裂を起こすと、2 つの核分

裂生成物（Fission Product: FP）に分かれると同時に 0 から 5 個（平均的には 2 から 3 個）

の中性子（即発中性子）を放出する。核分裂生成物の中には、ある程度時間がたってから中

性子（遅発中性子）を放出するものがある。これらの（即発および遅発）中性子が別の核分

裂性同位体に吸収されて次の核分裂を生じることを、核分裂連鎖反応（fission chain reaction）

という。また、外部中性子源からの中性子の補給なしに核分裂連鎖反応が持続する状態を臨
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界という。狭義の臨界（narrow definition of critical）では、単位時間あたりの核分裂数（出

力）が一定である。狭義の臨界を超えた状態（単位時間あたりの核分裂数が増加する状態）

を含めて臨界と呼ぶ場合もある（広義の臨界（broad definition of critical））。 

 

16.2.2 増倍率と反応度 

単位時間あたりに漏れと吸収により失われる中性子数に対する、核分裂で生じる中性子

数の比を実効増倍率（effective multiplication factor）݇ୣ୤୤と呼ぶ1。狭義の臨界では݇ୣ୤୤の値は

1 となる。体系から漏れる中性子の数をゼロとし、吸収で失われる中性子数だけを分母とし

た場合の比を無限増倍率（infinite multiplication factor）݇ஶという。漏れは体系が有限の大

きさを持っている場合に生じるので、݇ஶはその核燃料物質が無限に広がっている場合の増

倍率に相当する。݇ஶは形状に依存せず物質固有の値であり、同じ物質に対しては、漏れが

ない分必ず݇ஶの方が݇ୣ୤୤より大きくなる。したがって、݇ ஶが 1 より小さい物質だけで臨界状

態になることはない。 

臨界からどれだけ離れているかを表す指標が反応度ߩである。反応度は単位時間あたりに

核分裂で生じる中性子数 ௣ܰと漏れ及び吸収で消失する中性子数 ௟ܰの差を ௣ܰで除して規格化

した指標で、臨界のときゼロ、未臨界で負、超臨界で正となる。 

原子炉において制御棒 1 本を挿入した時の反応度の値を、その制御棒が持つ反応度価値

（reactivity worth）という。反応度価値は、その制御棒が原子炉のどの位置に挿入されるか

で変わってくる。大雑把に言えば中央部分の中性子が多いところの方が、周辺部分よりも反

応度価値が高い（中性子のエネルギースペクトルにも依存する）。制御棒が 3 本あって、制

御棒どうしの干渉効果が無視できる場合には、それぞれの反応度価値を足し合わせた値が 3

本全体の反応度価値になる。 

この議論は核燃料の中（もしくはその周辺）に何か物質が配置された場合にも当然あては

まる。その物質の反応度価値が負であれば負の反応度効果を持つという言い方もできる（逆

の場合正の反応度効果という）。重要なことは、同じ物質をどこへ持って行っても同じ反応

度価値を持つとは限らないことである。むしろ核燃料体系が異なれば、そこでの反応度価値

も異なると考えるべきである。 

反応度ߩは、݇ୣ୤୤ െ 1を݇ୣ୤୤で除した量に等しく、݇ୣ୤୤とは非線形だが一対一の関係にある。 

 

16.2.3 核分裂生成物と遅発中性子 

臨界状態にある核燃料物質中の遅発中性子の割合（遅発中性子割合ߚ）は通常 1%にも満

たないが、これを放出する核分裂生成物の崩壊の時定数は長いもので数十秒になる。そのた

め、この遅発中性子が引き起こす核分裂を考慮に入れれば臨界になる場合（遅発臨界

（delayed critical））と、遅発中性子による核分裂を考慮にいれなくとも即発中性子だけで臨

界になる場合（即発臨界（prompt critical））では、出力（単位時間当たりに生じる核分裂数

                                                        
1 「中性子実効増倍率」とする場合もあるが、ここでは「実効増倍率」と記述する。無限

増倍率、増倍率も同様である。 
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又は放出される核分裂エネルギー）の挙動がまったく異なる（第 9 章参照）。遅発臨界で݇ୣ୤୤

が 1 より大きい場合では緩やかに出力が上昇するが、即発臨界では人間が制御できないく

らい急速に出力が上昇する。 

反応度の大きさが遅発中性子割合の大きさより小さい場合に遅発臨界、大きい場合に即

発臨界となるため、反応度の大きさを、遅発中性子割合を単位とするように表すとわかりや

すい。反応度の大きさを遅発中性子割合で割った値をドル（$）という単位で表す。1 $とい

うのは、反応度の大きさが遅発中性子割合と同じ大きさであることを意味する。反応度が 1 

$を超えると即発臨界となる。通常、原子炉は 1 $未満で運転管理される。 

 

16.2.4 減速の効果 

核分裂で生じた中性子の多くはおよそ 20,000 km/s の速さに相当する運動エネルギー（2 

MeV）を持っている。U-235 の核分裂断面積はもっと低いエネルギーの側で大きく、たとえ

ば約 2 km/s 程度（0.025 eV）まで減速された中性子（熱中性子）が入射するとより核分裂を

起こし易い。中性子を減速する能力は軽い原子ほど大きいので、水素原子を多く含む水やポ

リエチレンがよい減速材として用いられる。U-235 核燃料体系の水素原子の個数密度 H と

ウラン原子の個数密度 U の比 H/U が、中性子の減速し易さの指標として用いられる。H/U

が小さいと中性子が減速されにくく、中性子のエネルギースペクトルの高い側が大きい分

布となる。逆に、H/U が大きいと中性子が減速され易く、低エネルギー側が大きい分布とな

る（図 7-22 参照）2。 

再処理施設で燃料ペレットを溶解する際に生じる硝酸ウラニル水溶液の場合を例にとる

と、H/U を小さい値から徐々に大きくするにつれて、中性子が減速されやすくなり、減速途

中での U-238 による吸収（共鳴吸収）が減るので、U-235 に吸収されて核分裂を生じやすく

なるため݇ஶが大きくなる。さらに H/U を大きくすると、今度はウランの密度が小さくなる

ことで中性子がウランに出会う前に水素に吸収されて、核分裂が起こる確率も小さくなり

݇ஶは小さくなる。つまり、H/U が大きすぎても核分裂は起こりにくくなる。これらのこと

から、݇ஶが最も大きくなる H/U 比の値（最適減速（optimal moderation））が存在する（図

16-2）。これは݇ୣ୤୤についても同様である。条件によっては、H/U（もしくは H/Pu）が小さく

なるほど݇ஶが大きくなるような例もある（図 16-3）。参考のため、硝酸水溶液における H/U

とウラン濃度の関係を図 16-4 に、H/Pu とプルトニウム濃度の関係を図 16-5 にそれぞれ示

す。 

U-235 の濃縮度が高いほど、U-235 と出会う確率が高くなるとともに、U-238 の割合が減

ることで、減速途中の中性子の吸収が減るため、臨界になり易くなる。そのため、U-235 や

Pu-239、Pu-241 といった核分裂性同位体の濃縮度は臨界安全上重要な因子である。しかし、

通常は濃縮度がある範囲に限定されるように品質管理するので、臨界安全管理のために濃

縮度を調整するようなことはしない。 

                                                        
2 第 6 章にも類似の図があるが、横軸がウランと軽水の原子数比となっており、本章の図

の横軸とは分母と分子が入れ替わっていることに注意されたい。 
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 臨界安全上重要な点は、減速不足（under moderation）の状態に対しては減速材の割合を

増やすこと、減速過剰（over moderation）の状態に対しては減速材の割合を減らすことが、

どちらも臨界に近づける効果があるということである。図 16-2 および 16-3 において、最適

減速の左側（H/U の小さい側）が減速不足、右側（H/U の大きい側）が減速過剰となってい

る。݇ ஶが最大もしくは極大となるところ（ピーク）より左側では、中性子の減速効果が少な

いために݇ஶが低くなっていて、減速材の割合を増やす（図の右の方へ行く）とより݇ஶが大

きくなる。一方、ピークの右側では減速材の割合を減らすことが݇ஶの高い側への変化にな

るため、より臨界に近づくことになる。 

 
図 16-2：UO2(NO3)2水溶液の無限増倍率（݇ஶ）[2]。最適減速条件で݇ஶが最大となる。 

 

 

図 16-3：均質 PuO2-H2O 系の無限増倍率（݇ஶ）[2]。 

H/Pu が大きいほど݇ஶが大きい場合がある。 
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図 16-4：U 濃度-H/U 曲線（UO2(NO3)2水溶液、235U 濃縮度 0.711 wt%）[2] 

 

 

図 16-5：Pu 濃度-H/Pu 曲線（均質 Pu-H2O）（239Pu 100%）[2] 
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16.2.5 吸収の効果 

前項で述べたように、中性子がウラン以外の物質に吸収される割合が高くなると、݇ஶが

小さくなり、1 より小さくなれば臨界にならない。使用済み燃料にはサマリウムなど中性子

吸収断面積の大きい FP が含まれる。また、使用済み燃料プールでは、貯蔵能力向上のため

に燃料を保管するラックの材質として、中性子吸収断面積の大きいボロンを添加したステ

ンレス鋼やアルミニウム合金が用いられることがある。中性子吸収は確実に負の反応度効

果を生じるため、臨界安全管理で用いられる効果の一つである。 

 

16.2.6 漏れの効果 

核燃料体系から外に飛び出していき、他の物質に吸収されるなどして失われる中性子が

存在する。中性子の体系外への漏れが大きいほど、݇ୣ୤୤が小さくなる。中性子の漏れは後述

する質量管理や形状寸法管理などの臨界安全管理で有用な基本的効果である。 

 

16.2.7 反射の効果 

核燃料体系から漏れ出た中性子が外部の物質と衝突して跳ね返ってくる場合、漏れて消

失する中性子が減るため、臨界になり易くなる。このような中性子を戻す効果のあるものを

反射体（reflector）とよぶ。反射体がない場合に比べ、反射体があるとより少量の核燃料で

臨界に達することができる。この燃料の減少分を反射体節約（reflector savings）という。原

子炉において、水素（中性子を減速して炉心に戻す能力が高い）を多く含んでいる水やポリ

エチレンは良い反射体である。中性子吸収の少ないベリリウムや黒鉛も良い反射体である。 

反射体効果は原子炉を臨界にするという観点からは好ましいものであるが、臨界安全上

は好ましくないと言える。 

 

【コラム】人体による反射 

1944 年、米国ロスアラモスで Otto Frisch がウランブロックを用いた装置で臨界量を調べ

る実験を行っていた。反射体のない裸の炉心であったことから、伝説にちなんでゴディバ婦

人（Lady Godiva）と呼ばれていた装置である。この装置に彼が覆いかぶさるように体を近

づけたところ、臨界になって高い放射線が検出された。慌てて彼が体を遠ざけたので臨界は

終息したが、あと 2 秒遅かったら命の危険があったとされている[3]。 

人体の 60～80%は水分であると言われており、中性子を減速・反射する効果を持つ。この

ような人体による中性子の反射効果は fat-man effect と呼ばれている。 

 

16.2.8 温度の効果 

低濃縮ウラン燃料の温度が上昇すると、ドップラー効果（7.2.1 節および 12.2 節参照）に

より U-238 の共鳴領域での中性子吸収が増えて、熱領域の中性子の数が減るため、負の反

応度効果を生じる。この効果は、臨界事故（criticality accident）の初期において出力が際限

なく上昇するのを抑えて下降させるように作用し、このためバーストと呼ばれる鋭いピー
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クが出力に現れることになる（図 16-6）。 

臨界安全上重要となる数百℃程度までの範囲では、固体燃料の温度フィードバック（FB）

反応度（temperature feedback reactivity）は負で、その絶対値は上昇温度に伴って大きくな

る。ウランなどの核燃料溶液の温度 FB 反応度は、ドップラー効果と溶液の密度低下（それ

に起因する中性子スペクトルの変化）によって通常負となる。その絶対値は同じ上昇温度の

固体の値（ドップラー効果のみ）より大きく、上昇温度に対して非線形的に大きくなる。こ

のため、固体燃料に比べ小さな温度上昇で超過反応度を打ち消すことができる。一方、プル

トニウムの希薄溶液など温度 FB 反応度が正となるものもある。このような溶液は臨界事故

において必ず沸騰に至ることになる。 

 超過反応度を打ち消すだけの負の反応度を温度上昇によって得ることから、臨界事故で

生じる熱エネルギー（もしくはその元となる核分裂の数）は、その核燃料溶液の熱容量に応

じた値となる（沸騰に至らない場合）。冷却など他の条件が無視できるような短い時間の間

であれば核分裂数は熱容量に比例する。このことから、超過反応度や冷却の効果などその他

の条件がほぼ同一であれば、一般的には体積が大きい溶液での臨界事故ほど総核分裂数が

大きくなると予想される。別の言い方をすれば、その他の条件が同じであれば単位体積あた

りの総核分裂数はそれほど大きく異ならないと予想され（厳密には核燃料や酸の濃度によ

って比熱が若干異なることの影響がある）、それを示唆する実験データがある[4]。 

 

 
図 16-6：TRACY の実験結果（約 3.0 $瞬時添加）[5] 

 

16.2.9 ボイドの効果 

核燃料溶液中に生じる気泡をボイド（void）と呼ぶ。ボイドが生じると見かけの密度が低

下することになり、硝酸ウラニル水溶液を用いた TRACY 実験（コラム参照）では負の反応

度効果が生じることが観測されている。核燃料溶液中にボイドが生じると、減速材の密度と

核燃料物質の密度が同時に低下することで、一般的には負の反応度効果が期待できる。BWR
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の炉心など固体燃料の周りに水が存在する場合でも、水の沸騰ボイドは一般的には負の反

応度効果を生じるが、条件によっては正の反応度効果が生じることもある。これは体系が過

減速状態であるか減速不足状態であるかによって決まる。 

核燃料溶液の臨界事故を模擬した実験では、最初に現れる出力のピーク時などの高出力

時に、放射線分解ガスと呼ばれるガスによる気泡が生じる様子が観察されている[6]。放射

線分解ガスは、主に核分裂生成物が飛行する間に水分子を励起・分解して生じると考えられ

る。また、沸騰によってもボイドが生じる。 

 

【コラム】過渡臨界実験装置 TRACY 

低濃縮ウランの硝酸水溶液について、臨界事故のメカニズムや放出される放射性物質の

挙動、閉じ込め性能の検証等を目的とした過渡臨界実験が、日本原子力研究開発機構の過渡

臨界実験装置 TRACY を用いて行われた。1996 年から 15 年の間に 150 回程度の過渡臨界実

験が行われ、出力、温度、圧力の時系列データが、異なる反応度添加条件に対して取得され

た。そのデータをもとに作成されたベンチマークデータを用いて動特性解析コードの国際

比較が行われている[7]。 

 

16.3 臨界防止 

【この節のポイント】 

・ 臨界安全管理とは、設計や操作手順を限定すること等により臨界を防止する手段であ

る。 

・ 核燃料施設については数値計算で得られた݇ୣ୤୤の値が 0.95 以下で未臨界と判定する。 

・ ݇ୣ୤୤を計算するための計算コードと核データの開発整備が各国で行われている。 

・ 未臨界度を測定するための手法には、静的、動的、原子炉雑音に基づくものなどがある。 

 

16.3.1 再処理施設の核燃料の特徴 

核燃料施設の中で、特に再処理施設が内蔵する核燃料物質の量が多く、その物理的・化学

的形態も多様であるため、様々なやり方で未臨界を担保する必要がある。これは臨界安全管

理上、原子炉と大きく異なる点である。 

再処理施設では、燃焼度や冷却期間の異なる燃料、すなわち、ウランなどの核燃料と FP

やアクチニドの量が異なった燃料を受け入れる。それを剪断して硝酸で溶解する溶解槽で

は、固体状、液体状の燃料が共存している。ウランやプルトニウムの抽出では有機溶媒を使

用する。核燃料を粉末状にする工程では、高熱で水分を飛ばす。工程により温度も異なり、

沸騰状態で行われる工程もある。水を用いるため単独の固体状態で扱うのに比べて臨界に

なり易い（16.2.4 参照）。 

 

16.3.2 臨界安全管理 

核燃料施設では、様々な形態の核燃料を扱うことと、工程ごとに異なった要求を満たす必
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要があることから、核燃料を扱う設備が臨界にならないようにするため、複数の臨界安全管

理方法が用いられている。どの方法も中性子の漏れと吸収の効果により未臨界を担保する。

単体の管理には以下のようなものがある。 

 

(1) 質量管理 

取り扱う核燃料の質量を制限することで未臨界を保つ方法を質量管理（mass control）と

いう。ここで、ある少ない量で臨界になっている（݇ୣ୤୤が 1 である）核燃料を考える。݇ஶは

1 より少しだけ大きい値とする。ここから核燃料を少量ずつ取り去ると、その分体積が小さ

くなり、相対的に表面積の体積に対する割合が大きくなるため、中性子の漏れの効果がだん

だんと大きくなって݇ୣ୤୤が 1 より小さくなる。体積が変わらないように少量ずつ取り去ろう

とすると、全体の密度を低下させることになる。݇ஶ（そして݇ୣ୤୤）はやはり小さくなり、や

がて 1 より小さくなる。このようにして、臨界になるために最低限必要な量（最小臨界量

（minimum criticality mass））が存在することがわかる。この最小臨界量よりも十分小さな

量を基準として、それ以下の質量の核燃料物質しか扱わないように管理すれば未臨界を担

保できる。このような管理は、フードやグローブボックスなど少量の核物質しか扱わない設

備で主に用いられる。臨界安全ハンドブック・データ集第 2 版[2]によれば、U-235 濃縮度 3 

wt%の最小推定臨界値（均質 U-H2O）は 94.3 kgU、Pu-239 95%（Pu-240 5%）（均質 PuO2-H2O）

の場合 0.61 kgPu である。 

 

(2) 形状寸法管理 

同じ体積でも表面積が大きい複雑な形状であるほど、中性子の漏れが大きくなって݇ୣ୤୤が

低下する。このように、形状や寸法に制限を設けて中性子の漏れを大きくすることで未臨界

を担保する方法を形状寸法管理（geometry (or shape) control）という。容器の半径を非常に

小さくし、細長いパイプ状にすることで、どのような濃度の核燃料溶液に対しても未臨界を

担保することができる。このような形状を全濃度安全形状という。一般に核燃料の濃度に制

限を設けるよりも有効な場合に選択される。再処理施設では溶解槽やパルスカラム等で用

いられる。 

設計時には機器の製作誤差まで考慮した評価を行うので、実機が製作誤差範囲内で作ら

れているかどうかも重要である。機器と中性子を反射するコンクリートの距離、使用済燃料

ラックのラック間距離や複数ユニットのユニット間距離など、据え付け位置の管理が行わ

れる。 

 

(3) 濃度管理 

核燃料物質の濃度に上限を設けることで݇ஶが大きくならないようにし、未臨界を担保す

る方法を濃度管理（concentration control）という。工程の都合により質量管理や形状寸法管

理が適切でないような場合に用いられる。再処理施設では廃液受槽等で用いられる。 
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(4) 容積管理 

容積に制限をかけることで、未臨界を担保する方法を容積管理（volume control）という。

ポンプや弁など、質量や濃度単体による管理が適切でない場合に用いられる。 

 

(5) 中性子吸収材管理 

核燃料間にカドミウムなどの中性子吸収材を挟むことで中性子の入射を制限し、未臨界

を担保する方法を中性子吸収材管理（neutron absorbers control）という。円環状タンクの中

央に中性子吸収材を配置するなど、形状寸法管理と併せて用いられる。六ヶ所再処理施設の

溶解槽では、硝酸ガドリニウム溶液の添加が行われる。 

 

2 つ以上の核燃料容器がある場合、1 つの容器から飛び出した中性子が、他の容器に入射

して核分裂を生じる可能性があるため、容器間を十分に離すか、中性子吸収材を間に挟むな

どして、中性子を入射させないようにする必要がある（多体の臨界安全管理（multiple-body 

criticality safety control））。 

 

六ヶ所再処理施設の溶解槽では、複雑な燃料形態に対応するため、質量管理、形状寸法管

理、濃度管理、中性子吸収材管理が併用されている。 

使用済み燃料の取り扱いでは、燃焼度や冷却期間を制限することで、燃焼によるアクチニ

ドの変化（U-235 の減少や Pu-239 の生成など）と FP の中性子吸収が݇ஶ（および݇ୣ୤୤）を低

下させる効果を利用することができる。このような燃焼度に応じた݇ୣ୤୤の低下分を燃焼度ク

レジット（Burn Up Credit: BUC）という。低下分を確保するため、燃焼度や冷却期間につ

いて制限を設ける。燃焼度が大きいほど、また冷却期間が長い（数万年程度まで）ほど݇ୣ୤୤

の値が小さくなるので、燃焼度クレジットをある程度確保するために、燃焼度と冷却期間に

下限を設ける。六ヶ所再処理施設の使用済燃料受け入れ設備等では、アクチニドの量のみを

考慮した燃焼度クレジットが導入されている。 

 上述の臨界安全管理において、管理のために設定した、質量や濃度、寸法等といった値の

ことを核的制限値（criticality limit）という。 

UO2 粉末燃料では、水分量を制限することで H/U の範囲を限定し、݇ஶを限定する減速度

管理も検討されている。 

 

【コラム】二重偶発性原則 

臨界事故の発生確率を十分に小さくするため、「生じる可能性の十分小さい異常が、二つ

以上同時に発生しない限り臨界に達しない」ようにすることが求められる。これを二重偶発

性原則（Double Contingency Principle: DCP）と呼ぶ。原子炉の単一故障基準（第 15 章参

照）と同一の考え方に則っている。具体例は「核燃料物質の使用等に関する規則」や「加工

施設の性能に係る技術基準に関する規則」を参照されたい。 
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 臨界安全管理の要点は、 

・未臨界を担保する条件を明白にして 

・その条件を守ること 

である。 

 上述の臨界安全管理の実施は、設計及び運用で行う。設計では臨界実験データを用いて性

能評価された計算コードが用いられる。運用では、予め手順を定める、インターロック

（interlock）をかける（要件を満たさないと機械的に次の操作ができないようにする）など

の方法を用いる。 

 

16.3.3 計算コードと核データ 

臨界安全に関する設計では、想定される核燃料物質の組成と容器形状等の情報に基づい

て数値計算を行い、増倍率（݇ஶまたは݇ୣ୤୤）を計算して、未臨界が担保されることを確認す

る。このような数値計算に用いる計算コードは、手法によって大きく 2 つに分類される。モ

ンテカルロ法を用いるコードは、複雑な形状を扱えることや放射線の計算と相性がよいこ

とから主流となっている。中性子輸送方程式などを数値的に解く決定論的手法を用いるコ

ードは、複雑な形状を扱うことは苦手であるが、モンテカルロ法では避けられない統計誤差

が生じないため、温度フィードバック反応度の計算などに用いられる。 

各国で開発されている主要な臨界計算コード（またはコードパッケージ）には、MVP（日）、

MCNP、SCALE（米）、CRISTAL（仏）、MONK（英）などがある。これらのコードで計算に

用いるための核反応断面積データは、評価済み核データライブラリーから生成される。各国

の主な評価済み核データには、JENDL（日）、ENDF/B（米加）、JEFF（OECD 加盟国）など

がある。 

 

16.3.4 未臨界判定基準 

核燃料施設については、数値計算により݇ୣ୤୤を求めてその値が 0.95 以下であれば未臨界と

判定する（推定臨界下限増倍率（estimated lower limit multiplication factor）、コラム参照）。

この値は国際的によく用いられているが、全ての施設に適用されているわけではない。PWR

の使用済燃料プールでは、解析で考慮していない可溶性ホウ素の効果も加味して 0.98 を用

いている。 

このような数値計算に用いる計算コードの検証にはベンチマークデータが用いられる。

臨界実験の結果に基づいて݇ୣ୤୤の値や精度を評価したもので、国際的なベンチマークデータ

としては、OECD が実施しているベンチマークデータ作成プロジェクト ICSBEP のデータが

ある。 

 

【コラム】臨界安全ハンドブック 

核燃料施設の臨界安全性を確保するための考え方や評価の方法、必要なデータは各国で

ハンドブックや基準、指針等にまとめられていたが、臨界管理の方法やデータなどが文献に
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よって異なっていた。そのような状況を受け、国内の専門家により臨界安全管理の技術的方

法や安全評価の方法等が取りまとめられ、1988 年に臨界安全ハンドブック第 1 版として刊

行された。日本原子力研究所（現日本原子力研究開発機構）で開発された JACS コードを用

いてベンチマーク計算を行い、統計誤差等を考慮して燃料や計算条件ごとの推定臨界下限

増倍率を計算するとともに、その結果を参考にして、JACS コード以外の計算コードを用い

た場合の未臨界判定基準（推定臨界下限増倍率の値として 0.95）を示している。現行は 1999

年に刊行された第 2 版である[8]。 

 

16.3.5 未臨界度測定手法 

臨界からどれくらい離れているかを示す尺度として、未臨界度、反応度といった概念が定

義されている。݇ୣ୤୤に対する数値計算の結果と実験結果のずれをバイアスと呼ぶが、このバ

イアスとしては通常臨界時の値が用いられる。しかし、未臨界（例えば݇ୣ୤୤の値が 0.95）の

体系におけるバイアスは、臨界時のそれとは異なることが予想されており、数値計算の精度

評価の観点から、実験的に未臨界度を測定し、評価することが重要である。 

 反応度の評価方法は、静的な方法（出力が安定している状態での中性子計数率の値から評

価する方法、中性子計数率の分布に基づいて評価する方法等）、動的な方法（中性子源や中

性子吸収材を用いて外部から与えられた擾乱に対する応答（中性子計数率の変化）により評

価する方法）、原子炉雑音を用いた方法（体系内の中性子数の時間的な揺らぎに基づく方法）

に大別される。このうちいくつかの方法は予備解析を必要とする。初めにリファレンス（未

臨界度と中性子計数率が明らかな基準となる体系）を必要とする方法もあるので、目的や評

価対象となる核燃料体系に応じて適切な方法を選択する。 

 

16.4 臨界事故 

【この節のポイント】 

・ 臨界事故とは、核燃料を取り扱う際に意図せず臨界が生じることをいう。 

・ 臨界事故では新たに核分裂生成物が生成され、外部被ばくおよび内部被ばくの原因とな

る。 

・ 公衆の被ばく影響評価のためには核分裂生成物の生成量に直結する総核分裂数が、直達

線による作業員の被ばく影響評価のためには出力の履歴が、それぞれ重要である。 

 

16.4.1 臨界事故とは 

核燃料を取り扱う設備・機器において、意図せず臨界が生じることを臨界事故という。臨

界事故が生じると、核分裂により中性子線及びߛ線が発生するとともに、飛散した核分裂生

成物から発生するߛ線による外部被ばくおよびそれら FP を摂取することで生じる内部被ば

くの可能性があるため、臨界事故が生じないような設計、運用がなされなければならない。 

国内の再処理施設では、臨界事故を含む様々な設計上想定すべき事故（設計基準事故

（design basis accident））に対して以下のような措置を講ずることとなっている [9]。 
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①何らかの故障や異常から事故に至らないようにすること 

②事故が生じた場合でもそれが拡大しないようにすること 

③事故が生じた場合でも工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないものであること 

 

また、設計基準を超える条件で生じる重大事故（severe accident）についても対策が求め

られている。 

世界の約 170 ヶ国が加盟する IAEA の安全基準[10]では、想定し得る異常状態（credible 

abnormal condition）（通常状態以外の状態で、かつ発生確率が十分に低いとは言えない異常

状態）において臨界事故の発生を防止するように、設計および運用を行うよう要求している。

十分に低い発生確率としては 10-6回/年以下とされる例がある。 

 中性子の良い減速材となる水分が多いと臨界になり易いため、過去に核燃料施設の工程

上で生じた臨界事故のほとんどは水溶液もしくはスラリー状の核燃料で起きている。参考

文献[11]で報告されている臨界事故の年代と核分裂数をみると（図 16-7）、1950年代から 1960

年代にかけて多くの臨界事故が起きていることがわかる。この頃は臨界安全の基本的な考

え方や技術が十分に確立されておらず、定められた手順そのものに問題があったために、こ

れを守っていても臨界事故が起きるということもあった。史上最大規模の臨界事故は 1959

年に米国アイダホの ICPP（Idaho Chemical Process Plant）で発生し、その終息までに 4×1019

の核分裂を生じた。この例を除けば、大半の臨界事故の核分裂数は 1×1015 から 3×1018 の

範囲にあることがわかる。1970 年以降は臨界安全の技術も進歩し、それほど頻繁に臨界事

故は生じていない。1999 年に日本の（株）ジェー・シー・オーで臨界事故（JCO 臨界事故）

が生じ、2.5×1018の核分裂を生じたが、このときは認可を受けた手順とは異なったやり方で

核燃料溶液を扱っていた。JCO 臨界事故は 1 リットルあたりの核分裂数でみると ICPP での

臨界事故よりも大きいことが指摘されている。これについては次節で説明する。 

 

 
図 16-7：世界の臨界事故の推移[11] 
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【コラム】反応度投入事象 

臨界または臨界近傍にある原子炉に、誤って制御棒を引き抜くなどして 1 $程度以上の反

応度が急激に投入される事象を反応度投入事象と呼んで、臨界事故とは区別している。 

1999 年 6 月に志賀原子力発電所 1 号機で定期検査中に制御棒が抜けて臨界に達した事例

は臨界事故とされている。 

 

16.4.2 事象の進展 

既述のように、核燃料物質の水溶液を扱う工程で臨界事故が起きやすいことから、核燃料

溶液を燃料として臨界事故を模擬する過渡臨界実験が行われた。これらの実験では、高濃縮

ウランを燃料とするフランスの CRAC および SILENE や、低濃縮ウランを燃料とする日本

の TRACY などの実験用原子炉が用いられた。 

TRACY の実験結果を用いて、臨界事故においてどのように事象が進展するのか説明する。

初めに単純な条件として反応度が瞬時に添加されて、超過反応度（臨界を超える部分の反応

度）が約 3 $（݇ୣ୤୤の値：約 1.023）になった実験を例にする（図 16-8）。この実験では溶液の

沸騰には至っていない。 

臨界事故は、何等かの異常により݇ୣ୤୤が 1 を超えた状態になって始まる。これは反応度が

正になることを意味する。特に反応度が 1 $以上（即発臨界）になったとき、出力（単位時

間当たりに放出される核分裂エネルギー）が指数関数的に急激に上昇する（図 16-8 の①）。

出力の上昇に伴って核燃料溶液の温度が上昇する（図 16-8 の②）。温度の上昇によって負の

反応度効果が生じるため、反応度が 1 $未満となり、出力はピークを作ると同時に下降に転

じる（図 16-8 の③）。核分裂による放射線等（主にピークの間に生成された核分裂生成物が

移動中にエネルギーを付与すると考えられる）により水分子が励起・分解されて、水素と酸

素のガス（放射線分解ガス）が生じ、負の反応度効果が生じる（図 16-8 の④）。その後、ピ

ークの間に生じた核分裂で生成された遅発中性子先行核の崩壊が始まり、中性子が放出さ

れ始める（図 16-8 の⑤）。核分裂生成物の減少に従って出力も低下していく（図 16-8 の⑥）。

以上が沸騰に至らない場合の基本的な事象の進展である。 
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図 16-8：TRACY の実験結果（約 3.0 $瞬時添加）[5] 

 

 核燃料溶液がゆっくり流入して臨界になる場合の実験結果を図 16-9 および図 16-10 に示

す。この場合、超過反応度が 1 $を超えたところで出力の急上昇が始まる（図 16-9 の①）。

温度上昇とボイド生成により反応度が 1 $未満となって出力が低下する（図 16-9 の②）が、

ボイドが液面に抜けることにより超過反応度が再び 1 $を超え、出力が再び上昇する（図 16-

9 の③）。このようにして、しばらくの間出力の振動が継続する。 

 

 

 
図 16-9：TRACY の実験結果（約 60 Lit./min.給液 2.6 $添加）[12] 

 

 臨界状態をそのまま放置すると、出力は低下を続ける（図 16-10 の①）。しかし、核燃料

溶液が冷えて温度が低下すると正の反応度効果が生じるため、再び出力が上昇する（図 16-
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10 の②）。温度が上がり過ぎると未臨界となって出力が低下するため、最終的には、ある一

定の出力状態（プラトー）に落ち着く（図 16-10 の③）。プラトーにおける出力の値は、核

燃料が冷却により失う単位時間あたりのエネルギーとバランスしていると考えられる。出

力が一定であることは、狭い意味での臨界状態（再臨界）であることを意味している。JCO

臨界事故では、沈殿槽の冷却ジャケットの機能が活きていたため、冷却能力に応じた高い出

力が長時間継続した。 

 

【コラム】JCO 臨界事故 [13] 

1999 年 9 月 30 日 10:35 頃に茨城県東海村の株式会社ジェー・シー・オーで臨界事故が発

生した。3 人の作業員が U-235 濃縮度 18.8 wt%、ウラン濃度 380 gU/Lit.以下の硝酸ウラニル

溶液を、認可された方法とは異なるやり方で製造していた。2.4 kgU 以下で質量管理されて

いる沈殿槽に、約 16.6 kgU の硝酸ウラニル溶液を投入した。10:35 頃に臨界に達し、警報装

置が吹鳴した。約 20 時間にわたって核分裂連鎖反応が継続した。冷却ジャケットの水を抜

くなどして、翌朝 6:15 頃臨界状態が停止した。その後ホウ素が投入されて 8:50 には臨界の

終息が確認された。総核分裂数は 2.5×1018 と評価された。また、作業員のうち 2 名が死亡

した。 

原子力安全委員会のウラン加工工場臨界事故調査委員会は、「絶対安全」から「リスクを

基準とする安全の評価」へ意識を転換することなどの提言を行った。 

国は、「原子力災害対策特別措置法」を成立させて、防災の対象施設を（原子力発電所周

辺から）一般の原子力施設へと広げるとともに、原子力事業者の責務を明確にした。 

 

 

図 16-10：TRACY の実験結果（約 60 Lit./min.給液 1.5 $添加）[12] 
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 沸騰に至る場合について CRAC の実験結果を用いて説明する（図 16-11）。核燃料溶液の

給液が開始され臨界になってから 200 秒まで給液が継続している。この間、給液による正の

反応度添加と温度上昇および放射線分解ガスボイドによる負の反応度が交互に大きくなっ

て、出力が激しく上下に振動している（図 16-11 の①）。給液終了後も振動は継続するが平

均の出力はゆっくり低下している（図 16-11 の②）。核燃料溶液の温度が沸点に達して 400

秒あたり以降で安定すると同時に出力も概ね安定している（図 16-11 の③）。沸騰に至る臨

界事故の特徴は、核燃料溶液の温度上昇だけでは添加された反応度を打ち消すことができ

ず、負の反応度を生じさせるために溶液内に一定量のボイドが存在し続けなければならな

い点にある。ボイドは液面に向かって上昇し消失してしまうことから、常に新たに生成し続

ける必要があり、そのため、安定沸騰時には高い出力が維持される。また、安定沸騰に至る

までの過渡期（図 16-11 の①、②）においても、出力バーストが何度も生じていることから、

平均の出力が高く維持されている。このため、全体で生じる核分裂の数（総核分裂数（total 

number of fissions））は、沸騰に至らない場合に比べて大きくなる傾向にある。史上最大の

核分裂数を生じた ICPP の臨界事故では、核燃料溶液の沸騰が 15～20 分程度継続し、4×1019

の核分裂を生じた。 

 

 

図 16-11：CRAC の実験データ（CRAC16）（約 7.4 Lit./min.給液 8.6 $添加）[14] 

 

16.4.3 臨界事故の終息 

沸騰に至らない場合には、初期バーストの後の一時的な出力低下状態を経て再臨界に至

る。出力が低下したことによって熱伝導等により核燃料から奪われる熱エネルギーの方が

勝り、核燃料の温度が低下する。その結果、超過反応度を打ち消していた温度上昇による負

の反応度が小さくなることによる。 
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再臨界時の出力は、核燃料から単位時間あたりに奪われる熱エネルギーに応じた値を取

るので、冷却が弱ければ小さい値となる。この場合、検出される中性子計数率がかなり低く

とも臨界状態であることに違いないので、油断はできない。不用意な接近や操作によって正

の反応度が添加されて出力バーストが生じる可能性がある。核燃料溶液が何等かの方法で

しっかりと断熱されている場合には温度が下がらないため、未臨界状態が維持されると考

えられる。JCO 臨界事故の場合、冷却ジャケットの機能を停止することで出力が低下し、内

部の水を抜くことで（中性子の反射効果がなくなり）臨界状態が停止となった。温度の低下

その他の理由で再臨界となることを防ぐために、中性子吸収効果のあるボロン水を投入し

て臨界終息を確実なものとした。 

沸騰に至った場合には、沸騰によって水分と少量の核燃料を失い、臨界を維持できなくな

って終息する。ICPP の場合、800 リットルの溶液の約半分が蒸発し、݇ୣ୤୤が低下して臨界終

息に至った。 

このように、臨界事故が生じてもある程度時間が経過することで臨界が停止することは

あり得るが、放っておくと多量の核分裂生成物の環境への放出が予想されるときには、作業

員の操作によって臨界を終息させなければならない。ボロン水等の中性子吸収材の投入や、

可能であれば、核燃料溶液の一部を別の容器等に遠隔で移送するなど、確実に負の反応度効

果が期待できる対策を備えておく必要がある。 

 

【コラム】最小臨界事故 

臨界事故の発生を想定する設備には、臨界を検知する機器を設置する。大きなバーストを

生じる場合だけでなく、ゆっくりと出力が上昇するような臨界も検知したいが、どの程度ま

で小さな臨界事故を対象とするのかが問題となる。臨界警報装置の性能に関する標準

（ISO7753）では検知すべき最小の臨界事故（minimum accident of concern）について定義

している。 

 

16.4.4 影響評価 

核燃料施設の重大事故の影響評価では、公衆や作業者の被ばく影響を評価する。臨界事故

の影響評価でも同様ではあるが、核分裂生成物の生成量を評価するために必要となる総核

分裂数（1 臨界事故で生じる核分裂の総数）や、核分裂からの直達線による作業員の被ばく

を評価する上で必要となる出力の履歴などが最初のターゲットとなる。 

核燃料施設の主要な事故について被ばく影響を評価するための考え方やデータを整理し

た文献 NUREG/CR-6410（事故解析ハンドブック） [15]では、過去の臨界事故及び実験結果

からの経験則として、臨界事故 1 回あたりの総核分裂数の推定値を以下のように与えてい

る。 

・溶液系：1×1019（380 リットル以上）、1×1018（380 リットル未満） 

・固体金属系：1×1018 

・粉体系：1×1017 
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これらは臨界事故の影響をできるだけ早く予想もしくは想定して、リスク評価や対策の検

討を行うためのものであり、個別の条件の相違を考慮しないので非常に大雑把な値である。 

 総核分裂数を核燃料溶液の体積や臨界継続時間の関数として表す簡易的な評価の方法が

Tuck、Olsen、Barbry、Nomura、Knemp-Duluc などから提案されているが、核燃料の種類や

濃度などの適用条件が個々に異なる。これらは包括的な評価のための式なので、いずれの方

法も過大評価となる。他に、ピーク出力を添加反応度等の関数として表す式が一点炉動特性

方程式に基づいて導かれている。 

 出力挙動を評価するための数値計算コードも開発されている。手法はさまざまで、一点炉

動特性に基づく AGNES（日）、CRITEX（英仏）、中性子輸送方程式を有限要素法を用いて解

く FETCH（英）、力学、流体力学、化学などのモジュールを組み合わせて用いる COMSOL

（米）などがある。これらのコードの比較による検証も行われている。 

 正確な評価のためには、中性子工学のみならず、熱流動、放射線化学などの知見が必要で

あり、現象にまだ未解明な部分もあることから、今後の研究の進展が期待される。 

 

【コラム】安全評価における想定臨界事故 

六ヶ所再処理施設では、溶解槽の酸濃度低下による臨界事故を想定し、設計基準事象の総

核分裂数として 1×1019としている。重大事故としての臨界事故については、溶解槽での臨

界およびプルトニウム溶液の誤移送による臨界を想定し、事故対策の有効性評価で用いる

数字として、総核分裂数を 1×1020、バースト期の核分裂数 1×1018、プラトー期の核分裂率

（1 秒あたりの核分裂数）1×1015 を用いている。これらの値は過去に発生した臨界事故の

経験に基づいて決定しているが、過去の臨界事故や事故解析ハンドブックなどと比べると、

かなり大きい想定となっていることが分かる。 

 

16.5 その他のトピックス 

【この節のポイント】 

・ JCO 臨界事故の臨界安全上の特徴は、沈殿槽の形状と冷却ジャケットにある。 

・ 福島第一原子力発電所の燃料デブリの臨界安全上の課題は、臨界安全管理された状態に

移行すること、未臨界度測定方法、万一の臨界事故の終息方法や影響評価である。 

 

16.5.1 JCO 臨界事故 

JCO 臨界事故について、臨界安全および炉物理的視点から注目すべき点が 2 つある。2 つ

とも臨界が生じた沈殿槽が持つ特徴である。 

1 つ目は沈殿槽の形状である。臨界を生じた作業は本来、全濃度安全形状である細長い容

器で実施されるのが定められた手順であった。その容器に比べて沈殿槽はずんぐりとした

大柄な形状をしており、中性子の漏れがより少ない形状であった。このため核燃料溶液を注

入している間に臨界となった。 

2 つ目は冷却ジャケットの存在である。16.4.2 節で述べたように、プラトーにおける出力
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は、核燃料から単位時間あたり奪われる熱エネルギーとバランスする。JCO 臨界事故ではプ

ラトーにおいて約 2 kW から約 800 W まで徐々に低下しながら、この高い出力が約 17 時間

継続したことにより、2.2×1018 の核分裂（バースト部 0.3×1018 の約 7 倍）を生じたとの推

定がある。この結果、沸騰により高出力が継続した ICPP での臨界事故と並んで、1 リット

ルあたりの核分裂数が、その他の臨界事故から飛び抜けて大きい値となった（16.2.8 節の記

述参照）。強制冷却が行われていなければ、プラトーでの出力はもっと小さかったはずであ

り、総核分裂数ももっと小さくなっていたと考えられる。 

 

16.5.2 福島第一原子力発電所の燃料デブリ 

燃料デブリのように内部の組成や分布、全体の形状が不明のものの臨界安全をどのよう

に考えたらよいだろうか。 

臨界安全上重要なことは、性状が不明なまま燃料デブリを単に封じ込めている状態から、

質量、形状寸法、濃度等の臨界安全管理がされている状態に移行することである。未臨界で

ある理由が明白に説明できる状態にすることで、臨界のリスクを非常に小さくすることが

できる。このためには、削って取り出した個々のデブリの輸送や多数のデブリの保管におけ

る臨界安全管理を確実に行えるようにしてから取出しを行う必要がある。取り出して容器

に入れた個々のデブリに、中性子吸収材を添加することで݇ஶが 1 より小さい状態にできれ

ば、それらをいくらどのように積み重ねても臨界にはならないが、様々な事情でそうできな

いことも十分考えられる。その場合には距離を離して配置するとか、中性子吸収材を間に挟

むなどの多体の臨界安全管理が必要になる。 

安全な状態に移行する工程の各所で未臨界度を測定できれば、異常な変化を見逃さず、臨

界に到達する前に未臨界を保つための対策を実施できる。しかし、内部の様子がわからない

核燃料物質の未臨界度を測定する一般的な方法は確立されておらず、原子炉物理における

課題の一つである。 

万一臨界になった場合に、できるだけ早くそれを終息させる対策も必要であり、効果的な

中性子吸収材の開発が進められている。また、対策の有効性や実施のタイミングの検討のた

めには、出力の挙動や総核分裂数を評価する必要があり、検討が進められている。 

 

【コラム】燃料デブリの臨界事故は原爆のようになるか？ 

燃料デブリが万一臨界になったときに、原爆のような爆発が生じるのではないかと懸念

する声があるが、そのような事態は物理的に発生しないことを説明しておきたい。 

原爆の技術の要点は、核分裂が数多く生じて多量のエネルギーを放出する間、核分裂連鎖

反応を維持することである。このためには、中性子を減速させず、高速のまま核分裂を生じ

させることや、十分に核分裂が生じる前に発生したエネルギーで核燃料物質が飛散して核

分裂連鎖反応が停止してしまうことがないように、核燃料を一か所に閉じ込めておく必要

がある。U-235 の高濃縮ウランなどを核燃料として用い、火薬を用いて核燃料物質を衝突さ

せるなどの技術を要するのはそのためである。 
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一方、燃料デブリは中性子を吸収する U-238 が多い低濃縮ウランを中心にさまざまな物

質が混合している状態にあると推定されている。温度の上昇とともにドップラー効果によ

って U-238 の中性子吸収が増える。また、核燃料を高密度のまま閉じ込めておく機構がな

いため、大量の核分裂が生じる前に温度上昇による密度低下などが生じ、結果として未臨界

になり出力が低下する。このような現象は 16.4 節で述べた物理的な機構に基づくものであ

る。U-238、Cm-242、Cm-244 が多いと、その自発核分裂によって早めに核分裂連鎖反応が

始まってしまうことも同様に作用する。それらの結果として、核分裂連鎖反応が維持できな

くなるため、原爆のように大量の核分裂エネルギーを放出するには至らないのである。 
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